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序文
健康上の緊急事態と環境衛生に関する世界保健機関の活動の不可欠な部分は、政策助言の提供と

、緊急事態後の準備、対応、回復のための国家能力の強化に関する加盟国への支援である。この

活動は、国際保健規則（2005年）（IHR）の実施と、世界保健機関の第13次世界活動計画で定めら

れた野心的な目標の一つである「2023年までに30億人の健康を改善する」の達成に寄与している

。

2022年5月現在、WHOの加盟国のほぼ半数が、IHRの下での中核的な国家能力の状態に関するWHO

への年次報告の一環として、放射線緊急事態への備えの必須要素がまだ欠如していると報告して

います。健康上の緊急事態に対する公衆衛生の対応に不可欠な要素には、リスクを特定し評価す

る国家能力、緊急保健サービスの提供、機能的な保健施設（救急車、病院、研究所、薬局など）

、適格な労働力、必要な医療用品や機器の十分な数量を維持することが含まれます。

COVID-19のパンデミックやその他の健康上の緊急事態や人道的危機は、病気のタイムリーで効率

的な症例管理（診断と治療の両方）のために、医療用品や医療機器へのアクセスを確保する必要

性を強調しています。これは、必須医薬品や医療機器の国家備蓄を確立すること、あるいは製造

業者や近隣諸国との協定を通じて、そのような物資にアクセスするための適切な代替措置によっ

て対処することができます。

本書は、放射線緊急事態に備えた医療対策、特に放射線障害の治療に必要な医薬品の国家備蓄に

必要な要素を確保するための手順と実践について記述している。また、このような備蓄のガバナ

ンスと管理についても言及している。本書は、2007年のWHOの放射線緊急事態のための備蓄品開

発に関する報告書に取って代わるものです。本書には、備蓄品の医薬品要素に関する最新の情報

と、いくつかの国で放射線障害の臨床管理用に最近承認された医薬品に関する追加情報が含まれ

ています。

本書は、専門家とパートナーのグローバルネットワークの協力により作成されました。WHOの使

命に賛同し、放射線・原子力緊急事態に対する世界的な備えを高めることに貢献してくださった

方々に感謝いたします。
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用語集
急性放射線症候群

放射線毒性または放射線病と呼ばれることもあり

、非常に短時間（通常数分）に高線量の透過型放

射線を全身（または体の大部分）に照射すること

によって引き起こされる急性疾患である。この症

候群の主な原因は、特定の組織における未熟な実

質的幹細胞の枯渇である。

キレート剤

デコーポレーショ ン療法」をご参照ください。

サイトカイン

「免疫調節剤」とは、免疫系の反応を調節または

変化させる薬剤で、造血サイトカインの場合は、

造血細胞の分化と成長を促進し、白血球、赤血球

および血小板の数を増加させる。サイトカインは

、可溶性の小さな細胞シグナル伝達分子であり、

免疫細胞と非免疫細胞の細胞間コミュニケーショ

ンを促進し、炎症、感染、外傷の部位に向かう細

胞の動きを刺激する、血漿膜に関連した細胞シグ

ナル伝達分子です。

コロニー刺激因子(CSF)

一般的にCSFは、感染症から体を守ることを主な

役割とする免疫細胞である顆粒球やマクロファー

ジの産生や一部の機能までを制御する糖タンパク

質です。通常は内因性で産生されるが、注射すれ

ば薬として使用することができる。

デコーポレーション療法

放射性核種を体内から除去し、その摂取による健康

リスクを低減するために使用される。消化管からの

吸収の抑制、同位体希釈、体外への排出を促進する

ための利尿剤、吸着剤、キレート剤の使用などが含

まれる。
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• キレートとは、金属イオンにイオンや分子を

結合させる化学反応の一種である。例えば、

プルシアンブルーは、腸内でCo-60放射性核

種と結合し、自然排泄により体外に排出され

ます。

• 放射性核種取り込み阻害剤は、消化管からの

放射性核種の吸収を低減または阻害する。

決定論的効果

組織反応」をご参照ください。

線量、放射線

放射線によってターゲットに降り注ぐエネル

ギーを示す指標。

• 吸収線量：基本的な線量測定量。電離放射線

が適当な大きさの物質に与えるエネルギーを

、その物質の質量で割ったもの。単位はグレ

イ（Gy）。1Gy＝1ジュール/キログラム。

• 実効線量：その線量によって生じる可能性の

高い放射線障害の量を反映するように設計さ

れた線量の尺度。単位はシーベルト（Sv）。

線量測定

物理的・生物学的手法、臨床評価、モデル化

・計算などを用いて、外部・内部被ばくによ

る放射線量を測定・計算し、放射線影響の推

定・評価を行うこと。

用法・用量

医薬化合物を所定量投与するためのスケジュール

。
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緊急時、放射線

主に人命、健康、財産または環境に対する危険ま

たは悪影響を軽減するために、迅速な行動を必要

とする非日常的な状況または事象をいう。(i)核・

放射線緊急事態、(ii)認識された無線・核ハザード

の影響を緩和するために迅速な行動が正当化され

る事態を含む。

• 原子力緊急事態：核連鎖反応または連鎖反応生

成物の崩壊（原子力発電所（NPP）の炉心溶融

や核爆発など）から生じる電離放射線への曝露

を伴う緊急事態をいう。

• 放射線緊急事態：偶発的または意図的な電離放

射線への曝露を伴う緊急事態で、核連鎖反応や

連鎖反応生成物の崩壊に起因するものではない

（例えば、放射性線源の紛失、輸送事故、医療

・研究・産業施設における放射性線源や曝露発

生装置の不適切な使用による過剰被曝など）。

本書では、簡潔にするため、放射線・原子力緊急

事態という用語を、その発生源やシナリオにかか

わらず、両者を包括する放射線緊急事態と置き換

えることがある。

製剤（医薬品）

医薬品の組成、形状、用量（例：錠剤中のヨウ化

カリウムの正確な量（ミリグラム））。

被曝

照射を受ける行為またはその状態。外部照射（体

外の原因による）、内部照射（体内の原因による

）のいずれでもあり得る。急性または慢性である

。

曝露経路

放射線または放射性核種が人間に到達し、被ばく

を引き起こす経路のこと。空気中の放射性核種に

よる外部被曝のような単純なものから、堆積した

放射性核種で汚染された草を食べた牛の乳を飲む

ことによる内部被曝のような、より複雑な連鎖が

考えられる。
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半減期

放射性崩壊の過程により、放射性核種中の放射

能が半減するのに要する時間。

• 生物学的半減期：生物学的な消去過程の結果、特

定の組織、臓器または身体の一部における放射性

核種の量が半分に減少するのに要する時間である

。内部被曝の期間と線量を減らすために、デコポ

ーション療法によって加速させることができる。

摂取量（放射性核種）

ある時間またはある出来事の結果として、放射

性核種を吸入、摂取、傷口からの汚染または皮

膚からの吸収によって体内に取り込む行為また

はその過程である。摂取には、急性または慢性

がある。

内部被ばく

摂取、吸入、傷口の汚染、皮膚吸収などによる

放射性核種の体内への取り込みによって生じる

被ばくをいう。放射性核種は、放射性物質が時

間とともに完全に崩壊して放射性物質でなくな

るか、自然（尿や便からの排泄）またはデコポ

ーション療法によって体内で除去されるまで、

放射性物質が存在する組織を照射する。すべて

の内部汚染が、介入なしに体内で除去できるわ

けではないことに注意してください。

ヨウ素甲状腺ブロック

放射線緊急事態や原子力事故において、(a)放射

性ヨウ素による被ばくがある場合、(b)放射性ヨ

ウ素の放出前または放出直後、(c)放射性ヨウ素

摂取前または摂取後短時間で安定ヨウ素（通常KI

錠）を投与する緊急防護措置。

電離放射線

生物学的物質中にイオン対を生成することができ

る放射線。電離放射線の例としては、アルファ粒

子、ベータ粒子、ガンマ線、X線、中性子などが

ある。非電離性放射線の例としては、電界、磁界

、ラジオ波、マイクロ波、光放射などがある。
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アイソトープ（放射性核種も参照）

陽子の数は同じ（つまり化学元素）だが、中性子

の数が異なる核種。同位体には安定（非放射性）

と非安定（放射性）がある。例えば、Csには40の

同位体が知られており、そのうちCs-133は安定で

あるが、他の同位体は放射性である。

局所（皮膚）放射線障害

急性局所高線量外部被曝による皮膚やその下の軟

部組織、筋肉、骨への傷害は、皮膚放射線障害ま

たは局所放射線障害と呼ばれる。

大量殺傷事件

緊急事態や保健サービスの正常な運営を妨げるほ

ど多くの犠牲者を出す健康上の緊急事態。

オン・オフラベル使用法

適応外使用」とは、承認された医薬品を、承認さ

れたものと同じ適応症、用量、投与経路、患者層

、製剤に使用することであるのに対し、「適応外

使用」とは、承認された医薬品を、承認されたも

のと異なる病状に使用することです。

放射線

電離放射線は、原子力・放射線緊急事態の文脈で

は「放射線」とだけ呼ばれることが多いが、実際

には電離放射線と非電離放射線を包括した言葉で

ある。

放射線モニタリング

放射線や放射性物質への被ばくを評価または管理

するための線量または汚染の測定とその結果の解釈

。環境（空気、水、土壌、食品など）中の放射線レ

ベルのモニタリング、外部および内部放射能汚染の

個人モニタリングに使用されます。



xii

放射能

不安定な原子核が放射線を出してエネルギー

を失う性質（放射性崩壊）。また、放射能と

は、単位時間当たりに一定量の物質で発生す

る放射性崩壊の数を指す。放射能のSI単位はベ

クレル（Bq）、つまり1秒あたりの放射性崩壊

量である。

放射性核種

放射性同位体、ラジオアイソトープともいう

。化学元素の不安定な形態で、分解してより

安定になるにつれて放射線を放出する。放射

性核種は、自然界に存在したり、研究や医療

目的で実験室で作られたり、放射線や原子力

の緊急事態の結果として環境中に放出される

ことがあります。

幹細胞

幹細胞には多能性細胞があり、体内でさまざ

まな種類の細胞に発達し、体の修復システム

として機能します。幹細胞には、胚性幹細胞

（発生初期にのみ存在する）と成体組織特異

的幹細胞の2種類があります。幹細胞は、体内

の他の細胞と異なり、(i)自己更新が可能、(ii)非

特異的で子孫の特定の機能を担うことができ

ない、(iii)分化できる、すなわち特殊な細胞に

なる、の3点で異なる。骨髄にある造血幹細胞

は、造血系統の細胞を生み出します。間葉系

幹細胞は、骨、脂肪、軟骨の各組織を形成す

る。

ストキャスティックス効果

癌や遺伝性影響など、単一細胞の損傷に起因する

放射線誘発の健康影響。線量の増加に伴い、発生

頻度は高くなるが、深刻度は高くならない。防護

上、閾値線量は存在しないと仮定される。確率的

影響の例として、固形がんや白血病がある。
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組織反応（放射線の決定論的影響）

細胞死による組織や臓器の損傷。ある閾値を超え

ると、放射線は組織や臓器の機能を損ない、皮膚

の発赤、脱毛、放射線熱傷、急性放射線症候群（

ARS）などの急性影響をもたらす可能性がある。

これらの影響は、線量が高いほど、また線量率が

高いほど深刻になります。例えば、急性放射線症

候群の線量閾値は、約1Sv（1000mSv）である。放

射線被曝の初期の組織影響はターンオーバー組織

で起こり、増殖障害により低形成となる。後期組

織反応は、実質、血管および結合組織の複合的な

変化に基づき、被曝体積の機能喪失をもたらす。

結果的な後期効果は、同じ器官における初期効果

と後期効果の相互作用によって発現し、超後期効

果は血管後遺症が支配的である。場合によっては

、決定論的影響は、生物学的反応修飾剤を含む照

射後の処置によって修正可能である。

トリアージ

臨床治療を迅速化し、利用可能な臨床サービスや

施設を最大限に活用することを目的として、傷病

に応じて人をグループに分類する簡単な手順で行

われる迅速な方法。

緊急保護措置

緊急時の防護活動で、効果を発揮するためには速

やかに（通常は数時間以内に）行わなければなら

ず、遅れるとその効果が著しく低下するものであ

る。核・放射線緊急事態において最も一般的に考

えられる緊急防護行動は、屋内退避、ヨウ素甲状

腺ブロック、避難、個人の除染である。これに続

くのが早期防護行動で、最初の数日間で実施でき

るもので、例えば、汚染された可能性のある食品

の摂取を制限することなどがある。

ホールボディカウンター

体内から放出される電離放射線（通常はガンマ線

）を測定し、放射性核種の摂取（緊急時または医

療目的の計画的な摂取）による体内放射能の推定

値を提供する装置です。

全身被曝（ぜんしんひばく）

人体のすべての臓器・組織に均一に照射されるこ

と。線量評価で使われる用語です。
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エグゼクティブサマリー
国際保健規則（2005年）は、すべての国に対し、健康上の緊急事態に対応するための国家的能力

の確立と資源の確保を求めているが、放射線緊急事態への備えは、多くの国で最も弱い分野とし

て常に報告されている。2021年、第74回世界保健総会は、人間の放射線被ばくを管理するために

必要な医薬品や物資の国家備蓄の確立や、そうした備蓄を他の場所で利用できるようにすること

など、必要な能力、能力、資源の構築を求めた。

国家放射線緊急事態備蓄を確立するプロセスは、最

も起こりうるシナリオをマッピングすることから始

まります。放射線緊急事態や原子力事故は、原子力

発電所や燃料サイクル施設、医療・研究施設、放射

線源の使用や放射性物質の加工を行う産業環境、放

射性物質の輸送中に起こる可能性があります。また

、放射線は個人または社会を攻撃するために悪意を

持って使用されることもあります。しかし、備蓄の

基本的な原則や考え方は似ています。備蓄品のサイ

ズと配合は、国家リスクプロファイルの信頼できる

データから推定される緊急対応作戦のコンセプト、

特定のシナリオによって影響を受けるであろう人口

のサイズ、その国の保健システムの利用可能な資源

と能力によって決まります。

健康上の緊急事態に必要な一般的な医療品に加え、放射線障害に対処するための特定の医療品が

必要である。このような医療用医薬品は、大量の負傷者が発生した場合にも、医師の監視を受け

ずに使用できるような処方になっている必要があります。保管が必要なため、冷蔵の必要性が少

なく、保存期間の長い製品が望ましい。健康上の緊急事態には、いくつかの脅威に共通する要素

の備蓄が必要であり、放射線緊急事態に迅速に再利用できる他の製品の備蓄を確保することが重

要である。

本書は、国家

備蓄の必須要素、特に必要な

医薬品を確保するためのプロ

トコルとプラクティスを解説

しています。

放射線傷害の治療のた

めの備蓄品、およびそのガバ

ナンスと管理について述べて

います。2007年にWHOが発

表した放射線および化学物質

による緊急事態のための備蓄

品開発に関する報告書に取っ

て代わるものである。
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遮断剤、装飾剤、サイトカインの使用に関する臨床的根拠は限られている。過去の事故の経験か

ら、放射線障害や内部核種汚染の治療に有効であることが証明されている薬剤はごくわずかであ

る。備蓄処方に含める薬剤について、WHOのガイドラインがない場合は、WGの専門家のコンセン

サスと査読の結果に基づき、総合的に判断している。

放射性核種の取り込みが阻害されたり、核種が体外に除去されない場合、放射性核種による内部

被曝は、即時的および長期的な健康被害につながる可能性がある。例えば、放射性ヨウ素による

甲状腺の被曝を防止または低減するために安定ヨウ素を投与し、放射性セシウムを体内から除去

するためにプルシアンブルーを適用し、超ウラン核種による内部汚染の治療にカルシウムまたは

亜鉛ジエチレントリアミン五酢酸（Ca/Zn DTPA）が使用されます：脱着（体からの除去）および

遮断剤によりこれらの汚染物質の身体負担は低減されます。これらの備蓄品やその他の要素は、

放射線緊急事態に備え、迅速に利用できるようにする必要がある。
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放射線の過剰被ばくの最も深刻な結果の一つは急性放射線症候群（ARS）であり、造血症候群とし

て現れ、被ばくの程度によっては、さらに消化器症候群、心血管症候群、神経症状として進行す

ることがあります。本書では、造血器症候群と消化器症候群の治療のみを取り上げ、心血管症候

群と神経症状は治癒不可能と考えられ、緩和ケアのみを必要とします。他の臨床症状の治療に使

用される一部の医薬品は、国によってはARSの管理用として承認されている。造血症候群の治療薬

としては、サイトカイン（前駆血球の増殖を促進し、骨髄の成熟を促進し、プログラム細胞死か

ら保護し、細胞機能を強化する成長因子）が選ばれています。エリスロポエチンは、現在貧血の

臨床管理に使用されている成長因子で、放射線誘発性貧血を軽減し、輸血の必要性を減らすため

に投与されます。消化器傷害の管理のための薬剤は、水分と電解質の補給に加えて、制吐剤と下

痢止めがあり、ARSに関連する感染症の管理のために、抗菌剤、抗生物質、抗真菌剤と抗ウイルス

剤が投与される。放射線被曝のほとんどの報告例では、造血器と消化管の損傷が早期死亡の原因

となっている。ARSを生き延びた人や亜致死量の被曝をした人は、「急性放射線被曝の遅延効果」

と呼ばれる後期の組織損傷を受けやすい可能性があり、現在、後期の結果に対処するためのいく

つかの製品が研究されています。

備蓄品の維持には、継続的な監視と評価が必要で

あり、最先端の管理や物流、輸送、保管の進歩を反

映するために、定期的に処方箋を見直し、更新する

必要があります。備蓄品の最新性、正確性及び完

全性を維持するために、品質保証及び品質管理措

置を継続的に適用しなければならない。備蓄と意

思決定のためのプロトコルには、医療製品の入手

が限られた場合のトリアージと配分と分配の優先

順位を設定するための基準を含めるべきである。

放射線備蓄のガバナンスと管理は、種類に関する

仮定に基づいている。

を想定している。放射線医学や救急医学の訓練を受けた医療従事者、検査専門家、薬剤師、緊急

対応コーディネーター、ロジスティシャン、通信専門家など、放射線備蓄の確立にはさまざまな

専門スキルが必要である。機器の保守や校正には、バイオメディカルエンジニアが必要となる。

緊急事態を遂行するためのすべての人員のスキルを向上させ、更新するために、定期的なトレー

備蓄品の設置と管理に

は、法的根拠、計画、資金調達

、持続可能なサプライチェーン

、保管、サービスの提供、モニ

タリングと評価、調整、ユーザ

ーへのトレーニングなど、多く

の要素が含まれます。
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ニングが提供されるべきである。備蓄品の管理には、数量に限りがある場合、特定の製品を入手

するためのスケジュールや優先順位の説明など、コミュニケーション戦略も必要である。

国家保健当局、医療施設、医薬品供給業者、物流業者、民間防衛および救急サービスはそれぞれ

、備蓄品の開発、維持および使用に関する様々な側面について、特定の責任を負っている。これ

には、適切な国内法の整備、資金調達と入手経路の設定、備蓄品の維持、保管、輸送、配備、補

充に関する取り決め、備蓄品の使用の監視と評価などがある。緊急時に備蓄が機能し、迅速にア

クセスできるようにするためには、地域、地方、国の緊急対応関係者と備蓄管理者の間の調整が

不可欠である。資源が限られている場合、特に放射線緊急事態のリスクが低い国については、国

家備蓄を国間で共有する取り決めを設けることができる。
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備蓄品の管理には、緊急対応に関わるすべての関係者が協力して練り上げた「作戦コンセプト」

が不可欠である。これは、備蓄品の使用に関する全体的な戦略と目標、備蓄品が使用される条件

、および備蓄品の管理と維持の方法を記述するものである。さらに、運用上の仮定に従った備蓄

品の処方とサイズ、購入と契約管理の規定、備蓄品の保管場所と施設も定義するものである。ま

た、在庫管理、緊急時対応手順、人員要件、地域、国際的な緊急時対応計画全体への備蓄の統合

に関する詳細を提供する必要がある。

国家備蓄の確立には多額の初期費用がかかり、それを維持するには、信頼できる持続可能な医薬

品、物資、機器の供給源と、献身的な財政・人的資源が必要です。備蓄の管理とアクセスには、

様々なアプローチが用いられてきた。在庫は物理的なもので、製品を購入し、倉庫に保管し、期

限切れになったら備蓄品から取り除く。一方、ベンダーが管理する在庫では、製品をベンダーの

サイトに保管し、期限切れにならないように製品を定期的に回転させる。仮想備蓄は、メーカー

やベンダーが緊急配分のために確保している医療用製品の合意された数量である。

本書では、備蓄品開発における各国の保健当局の役割と、WHOの役割について取り上げています

。WHOは、保健上の緊急事態を支援する権限と責任を持つ公衆衛生の主要な国際機関として、備

蓄品の開発を含む放射線緊急事態に対する公衆衛生の準備と対応について各国に助言と指導を行

っています。健康上の緊急事態において、WHOは医薬品を調達したり、各国間で共有することを

支援することもある。

放射線緊急時に使用する新製品を生み出す可能性のある新規治療法の開発や技術的進歩のための

研究は進んでいる。本報告書では、過去に他の適応症として承認された製品の再利用の可能性を

含め、厳選した新技術と薬剤の処方について簡単にレビューしています。

さらに、本書では、特定の国における国家備蓄の確立と管理に関する実践例も紹介しています。
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放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：政策アドバ

イス



1

1. はじめに

1. はじめに

1.1 背景

国際保健規則（2005年）（1）は、すべての国に対し、保健衛生上の緊急事態に対応するための国

家的能力の確立と資源の確保を求めています。放射線緊急事態への備えは、多くの国で最も弱い

分野であると一貫して報告されています。2021年、第74回世界保健総会決議では、"化学的事象、

入国地点での能力、放射線緊急事態の分野では、さらなる持続的な取り組みが依然として必要で

ある "と述べられています。(2).必要とされる能力、能力、資源には、人間の放射線への過剰被ば

くを管理するために必要な医薬品や物資の国家備蓄の確立、または他の場所でそのような備蓄に

アクセスするための取り決めを確保することが含まれます。

すべての国の公衆衛生プロバイダーは、公衆衛生上の緊急事態に使用する医薬品や物資を国民に

提供することが求められています。自然災害、人災、パンデミック、テロ攻撃、武力紛争など、

人命を脅かす緊急事態には大量の医薬品が必要となります。世界保健機関（WHO）は、世界の主

要な保健機関として、このような物資へのアクセスを容易にし、備蓄品を共有するためのアプロ

ーチを提供しています（3-5）。

WHOは、放射線緊急事態のために、医療用品や機器を含む医療対策（MCM）の国家備蓄の構成に
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ついて、公衆衛生専門家にアドバイスを提供しています。この文書は、国家備蓄の必須要素、特

に放射線障害の治療に必要な医薬品を確保するための既存のプロトコルと実践を説明し、そのガ

バナンスと管理について述べています。この文書は、2007年に発行された放射線および化学的緊

急事態のための備蓄に関するWHOの報告書(6)に取って代わるものである。それ以来、臨床管理に

おいて大きな進展があった。
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放射性物質や原子力の緊急事態に備えた国家備蓄品：
政策提言

放射線傷害の救急医療、放射線医療、核医学で使用される概念と運用は相互肥沃化され、緊急計

画の発動、放射線安全の原則、放射線検出、線量評価、患者の安定化、医療トリアージ、除染、

特定のMCMといったトピックが、現在では医療従事者の訓練と専門性のあらゆるレベルにおいて

正式に教えられてきています。放射線・原子力事故に対する地域、国、国際的な計画における地

域の医療対応と資源利用の調整は、対応を成功させるために不可欠であると広く認識されている

。新しいMCMに加え、最近の放射線緊急事態の管理経験から、患者のニーズに対する理解が深ま

り、デコポーション療法（体内からの除去）や患者、対応者、一般市民に対する心理社会的支援

の可能性が明らかになった(7-12)。さらに、COVID-19パンデミックのような健康上の緊急事態は、

複雑な公衆衛生上の対応について新しい洞察と理解をもたらし、世界中の国々が健康上の緊急事

態に対する事前計画を実施している。このような計画の重要な要素は、医療機器、物資、医薬品

の備蓄を確立することである。

1.2 スコープ

本書は、電離放射線の外部および/または内部への過剰な被ばくによって生じる放射線障害の臨床

管理に必要な医薬品に焦点を当てている。この文書では、放射線および原子力緊急事態に備えた

国家備蓄の設定と管理のアプローチ、関係者の役割、およびMCMの分野における現在の研究の概

要を簡単に説明しています。アウトブレイクやその他の健康上の緊急事態で使用される一般的な

MCMには、生物学的製剤（ワクチン、血液製剤、抗体など）、医薬品（抗生物質、抗ウイルス剤

、鎮痛剤、輸液など）、機器（脅威となる物質を特定する診断テストや個人防護具など）などが

あるが、本書では放射線障害の診断、予防、治療に用いる医薬品と機器に焦点を当てている。放

射線を検出・測定するための装置や個人用保護具など、その他の医療用品は対象外です。

1.3 対象者

この政策助言の主な読者対象は、放射線および/または核の緊急事態に備え、対応する責任を負う

公衆衛生管理者および公衆衛生専門家である。また、この政策助言は、放射線緊急事態への対応

に携わる医療従事者にも向けられたものである。
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1.4 アドバイスにご協力いただいた方

2021年にWHO放射線緊急医療準備・支援ネットワーク（REMPAN）のワーキンググループ（WG）

が設置され、ガイドラインの方法論者や放射線緊急医療分野の専門家を含む、複数の分野の専門

家や関連する利害関係者で構成されました。このグループは、プロセスのすべての段階で意見を

提供し、政策アドバイスの開発で主な役割を果たしました。グループにはWHOの6つの地域のうち

3つの地域の専門家が含まれ、利益相反がないことが確認された。このグループは、この文書を作

成するために、2021年から2022年にかけて5回のオンライン会議を招集された。
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1. はじめに

外部レビューグループは、関連分野（放射線緊急医療、毒物学、備蓄の運用面など）の専門家と

WHOの選択された技術プログラムで構成された。専門家はドラフト文書をレビューし、技術的な

正確さ、言葉の明確さ、実施への影響についてコメントした。このフィードバックは作業部会で

議論され、ドラフトに盛り込まれた。

1.5 利益相反の管理

WGメンバーやその他の外部専門家・貢献者の関連する金銭的・非金銭的利益相反の開示と適切な

管理は、WHOの出版物にとって重要な部分である。WHOの規定によると、すべての専門家はWHO

のプロセスや会議に参加する前に、自分の利益を宣言しなければならない。そのため、すべての

WGメンバーは、政策提言を作成する前に、WHOの標準的な利益申告書に記入することが要求され

た。すべての申告書は、利益相反の深刻さを評価する基準について、専門家の参加要請が出され

る前に審査された。受領した利益申告書から得られたすべての所見は、ケースバイケースでWHO

の関連規則に従って管理され、最初の会議の開始時に専門家に伝達された。

1.6 コンテンツ開発のためのメソドロジー

WGは、WHO2007年版の報告書を検討し、PubMedやその他のデータベースで科学的な出版物の文

献調査を行い、専門機関や国の保健当局（国の実践例は付属書に記載されている）の合意声明を

探した。これらの情報源は、緊急事態のシナリオに応じた国家備蓄のサイズ、臨床結果の選択（

例：ARS）、備蓄処方、備蓄管理に関する助言を定義するために考慮された。

遮断剤、装飾剤、サイトカインの使用に関する臨床的根拠は限られている。過去の事故において

、放射線障害や内部被曝の治療に有効であることが証明された薬剤は数種類に過ぎない。備蓄品

に含めるべきMCMについてWHOのガイドラインがない場合、総合的な意思決定はWG専門家のコ

ンセンサスとピアレビューの結果に基づいて行われた。
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放射線による健康へ
の影響

政策立案者が放射線緊急事態対応のための国家備蓄の確立について決定するためには、そのよう

な備蓄の範囲や要素を規定する主な要因や条件を認識しておく必要があります。このセクション

では、放射線とその人体への影響に関する簡単な情報を提供します（ボックス1）。

電離放射線への被曝の度合いに応じて、外部被曝も内部被曝も、線量依存的で予測可能な組織反

応（決定論的影響とも呼ばれる）または確率的影響をもたらすことがあります。

組織反応は、急性、亜急性（曝露後すぐに起こる）、遅延（曝露後数ヶ月から数年経って発症す

る）の場合があります。重篤な組織反応には、組織の壊死や死亡などの永久的な傷害が含まれる

ことがある。これらの反応の一部は、前駆細胞や幹細胞の分化や増殖を刺激するサイトカインや

成長因子などの生物学的反応調節因子や、臓器損傷を遅延または予防する血管調節剤などの照射

後治療によって修正することができる。

電離放射線（主にX線、γ線、中性子などの透過放射線）の高線量・高線量率被曝後の全身への影

2.
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響により、「放射線病」とも呼ばれる急性放射線症候群（ARS）が生じることがあります。ARSは
、以下のような臨床症状やスペクトラムとして定義されています。

吐き気、嘔吐、下痢、発熱、頭痛、倦怠感、認知機能障害、血液細胞の産生低下（細胞減少）な

ど、造血系、消化器系、循環器系、中枢神経系へのダメージが特徴的である。放射線障害の評価

と管理に関する実用的な指針は、欧州血液・骨髄移植学会のポケットガイドに記載されている（

14）。ARSは線量に依存した臨床経過をたどり、前駆期、潜伏期、顕在期に分けられる（15）。こ

れらの期間の強度と長さは、被曝線量、線量付与率、放射線の質、および併存する外傷、熱傷、

既往症などの他の要因に依存する。
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条件と感受性因子を考慮する必要があります。線量閾値は、造血器症候群は1Gy以上、消化器症候

群は6Gy以上、神経血管症候群は8Gy以上というように、各ARS亜症候群について特定されている

。

ボックス1放射線に関する基本的な事実 (13)

電離放射線とは、不安定な原子が放出するエネルギーの一種で、電磁波（γ線やX線）や粒子（中
性子やα線・β線など）の形で移動します。原子が自然に崩壊することを "放射能 "といいます。
人は日々、自然界と人工物の両方にさらされている

の放射線を生涯にわたって浴び続けることになります。自然被曝は、土壌、水、空気に含まれ

る多くの天然由来の放射性物質の吸入や摂取によるものです。

被曝は、様々な経路を通じて、内部または外部（あるいはその組み合わせ）から行われること

がある。例えば、家庭で自然放射線にさらされたり、職場（職業被ばく）や医療施設での計画

的な介入の結果として、あるいは事故や緊急事態の結果として、人は電離放射線にさらされる

ことがあります。

放射線を過剰に受けると、受けた放射線の量に応じて、生体組織や臓器に損傷を与える可能性

があります。損傷の程度は、放射線の種類、影響を受ける組織や臓器の感受性、被ばく経路、

関与する放射性同位元素、被ばく者の個人的特徴（年齢、性別、基礎疾患など）、その他の要

因に依存します。

受けた放射線の量は、放射線量として測定されます。特定の健康影響のリスクは、線量に依存

します。非常に高い線量では、放射線は組織や器官の機能を損ない、皮膚の発赤、脱毛、放射

1. はじめに
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線熱傷、急性放射線症候群、あるいは死亡などの急性影響を与えることがあります。線量が高

いほど、生物学的影響はより深刻になります。放射線量が低い、あるいは長期間にわたって照

射される場合（低線量率）、細胞や分子へのダメージは体内で修復される可能性があるため、

リスクは大幅に低くなります。自然界からの放射線のように非常に低い線量では、科学的測定

手段の限界から、癌などの健康影響を放射線に帰することはできず、この種の影響の可能性は

放射線量に比例し、決して起こらないかもしれない。子供や青少年は、大人よりも放射線に対

して著しく敏感であるため、リスクはより高くなります。
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局所放射線障害または皮膚放射線症候群（CRS）は、身体の一部（皮膚や四肢など）が電離放射線に曝

されたときに発生します。CRSは単独で発生することもあれば、全身の傷害の一部として発生すること

もある。工業用高線量放射線源は、機器の誤操作による事故の原因としてよく知られています。

またはユーザーエラーとなる。15Gy以上の局所線量は、線量評価、線量誘導手術など特別な注意が必要で
ある。
とか、間葉系幹細胞(16)の投与などの革新的な治療法(項参照)があります。
6.1).また、この種の傷害は遅発性の影響を及ぼし、軟部組織の線維化などの障害をもたらし、障

害による生活の質を低下させることがあります。

確率的影響とは、放射線によって誘発される病気や遺伝性の影響である。このような影響の発生

確率は、その重大性ではなく、線量の関数とみなされ、線量の閾値はない。従って、確率的事象

の確率は、放射線量が増加するにつれて増加する。確率的影響は、体細胞の突然変異によって引

き起こされる可能性があり、被ばくした個人のがん（17）や子宮内被ばくによる出生後の子孫の

がんが含まれる。

原子力発電所の事故によって影響を受ける人々の多くは、低線量の放射線を浴び、ほとんどが精

神的健康や心理社会的影響を受けると思われるが、中には確率的影響を発症する人もいるかもし

れない。国家的な放射線緊急備蓄は、主に決定論的な影響に対する臨床的な管理に対処するもの

である。また、若くして放射性ヨウ素に被曝した人の甲状腺がんの予防など、被曝量を減らし、

確率的影響のリスクを軽減するための備蓄品もあります。

放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：政策アドバ

イス
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3. ナショナルストックパイル：何から始める

か？

ナショナルストック
パイル：何から始め
るか？

放射線や原子力の緊急事態に対する国の備えを確保するために、国家的な放射線緊急備蓄を設け

るかどうか、必要な構成や規模を決めるには、さまざまな要因が影響する。最初のステップは、

最も可能性の高い緊急事態のシナリオを決定するためのリスクマッピングです。国のリスクプロ

ファイル、地政学的、人口統計学的状況、利用可能な資源を慎重に分析し、国家放射線緊急備蓄

の計画を正当化する必要があります。例えば、小さな島国では、決して起こらないであろう原子

力発電所（NPP）事故に備えるために、より優先順位の高いものに必要かもしれない公衆衛生資源

を使用しないことを決定するかもしれません。

3.
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3.1 考慮すべきシナリオ

原子力発電所や燃料サイクル施設での臨界事故、医療・研究施設での放射線

源や放射性物質の放出、工業施設での放射線撮影、滅菌、坑井掘削、放射性

廃棄物の再処理、放射性物質の輸送などで事故が発生します。

1999年9月30日に東海村で発生したような臨界事故では、人々は大量の中性子やγ線を浴びる可能
性がある(18)。1986年4月26日にウクライナのチェルノブイリで発生した事故（19）や2011年3月11
日に発生した事故のように、原子力施設での過酷事故が発生した場合。

の福島原発事故（12）では、大量の放射性物質が環境中に放出される可能性があります、
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作業員、初期対応者、一般市民が、空気中の放射線や地表に沈着した放射線に外部被曝し、放射

性ヨウ素、セシウムやストロンチウムの同位体、アクチノイドなどの核分裂生成物や放射化生成

物で汚染された食物や水を摂取することで内部被曝する可能性がある場合です。

医療における放射線の利用が急速に進む中、医療用画像診断や治療のための核

医学において、患者や医療従事者が誤って過度の被ばくをする可能性がありま

す。

産業事故は、放射性同位元素の線源を製造、輸送、使用する際に、誤った取

り扱いや紛失、あるいは線源の封じ込め、シール、遮蔽が破損した場合に起

こる可能性があります。線源のケーシングが破裂した場合、放射性物質が飛

散し、機器や数人が汚染されることがある。内部被ばくは、放射性物質の吸

入、不注意な摂取によって生じる可能性がある。

放射性物質の放出や傷口の汚染など(20)。このような事故では、かなりの量の放射線が発生する可

能性がある。過去の重大な放射線事故のほとんどは、60Co、137Cs、238Pu、192Ir などの単一の放射性核種

のみを対象としている。線源が近くにあれば、1人または数人の人に重大な外部被曝を引き起こす

可能性がある。
関係者は、施設の労働者または一般の人々である可能性があります。

また、放射線拡散装置（RDD）、放射線被ばく装置（RED）、さらには即席

核兵器（IND）などから、個人または社会を攻撃するために悪意を持って放

射線を使用することもある。さらに、放射性物質を大量に保有する原子力施

設に対して意図的な攻撃が行われ、大量の放射性物質が環境中に放出される

可能性もある。

RDDは、秘密裏に、あるいは相当量の放射性物質を拡散させるための起爆と

して使用されることがある。被災者は、破片によって外的に、または吸入、

摂取、汚染された傷口によって内的に汚染される可能性がある。直接

また、残った破片や残骸からも被爆する可能性がある。また、特定の個人(21)や一般市民を対象と

した標的攻撃で、食品や水源を放射性物質で意図的に汚染することも、秘密裏に拡散させる例で

ある。

RED装置は、標的の個人または公衆を意図的に被ばくさせるために設計された高濃度の放射性物質
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を含んでいます。例えば、標的となる個人の職場や車両、一般人がよく訪れる場所（オフィスビ

ル、ショッピングモール、映画館など）、公共交通機関などに、遮蔽されていない放射性物質を

隠しておくことが挙げられます。

INDは、核兵器の精巧さによって大きく異なる収量を持つ粗製核兵器である。

高収率では、極端な熱、強力な衝撃波、急性被爆により、震源地からかなり

の距離で死に至る可能性がある。低収量の即席核兵器であっても、大量の放

射性核分裂生成物や残存核分裂性物質を環境中にばらまく可能性がある。

(22).核兵器の使用は、軍事紛争や人道危機の中で、民間人の健康と生命を危

険にさらす深刻な脅威であり続けています。

露出シナリオは様々ですが、基本的な原則とアプローチとして

これらのシナリオのいずれに対しても、備蓄の確立は同様である。シナリオによって、放射線障

害の臨床管理に関するプロトコルが変わることはない。国や地域のリスクプロファイル、潜在的

なシナリオ、潜在的な緊急事態の規模が、国家備蓄の範囲と規模を決定する。
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3.2 備蓄品の大きさ

国家備蓄の規模は、その開発・使用に関する作戦コンセプトによって決まる（5.3項参照）。医薬

品や医療用品の数量は、(a)予想される死傷者の数、(b)緊急または長期の治療を必要とする傷病の

分布、(c)薬の投与スケジュール、(d)治療の予想期間によって決定される。事件に巻き込まれた人

の数が必ずしも治療を必要とする患者の数を反映しないため、治療を必要とする犠牲者の数を現

実的に見積もることが困難な場合があります。さらに、放射線事故時の住民の密度や活動は、医

療傷害の急性度や医療対応の大きさに影響を与える。

例えば、低収量（1kT）の核爆発による放射性物質が都市部の人口密集地で放出された場合、数十

万人が高線量・高線量率の放射線にさらされる可能性があります。その結果、数万人の被災者が

緊急治療を必要とし、数十万人が心理的、精神的サポートを必要とする可能性がある（表1）。よ

り高強度の装置（10kT）を使用した場合の推定値は、2倍から3倍程度に増加する。放出される放

射線の種類（または質）（高線エネルギー伝達と低線エネルギー伝達）も、予想される必要量を

部分的に決定する。したがって、RDDや「汚い爆弾」から放出された放射性物質に被曝した人の

約1％が、緊急または緊急の医療処置を必要とすることが示唆されている（23）。この場合、緊急

治療を必要とする人の数は数十人、心理的・精神的サポートを必要とする人の数は数千人または

数万人になる可能性があります。原子力発電所の事故で放出された放射性物質に被曝した場合、

1986年のチェルノブイリ原子力発電所の事故後に見られたように、数百万人が低線量で被曝する

可能性がある（24）。このようなシナリオでは、避難や汚染された食品や水の摂取制限などの緊

急防護措置が、健康を守り放射線リスクを低減する上で効率的である。したがって、公衆衛生や

医療への対応に必要なMCMや物資の数は、数万から数十万（場合によっては数百万）の線量や治

療量になる可能性がある。

表1.1kTおよび10kTの核爆発に対する大量殺傷シナリオのモデル化a

患者数
患者区分 放射線量（Gy）

1kT爆音 10kT デトナタ

オン

複合的な傷害（集中治療室への入院は最小限）b すべての投

与量

1000-3000 15 000-24 000

即死者数 すべての投

与量

> 7000 > 13 000
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放射性降下物（健康への影響の重大性）

エグザクトケア ≥ 10 18 000 45 000

インテンシブ・ケア 5-10 19 500 79 400

クリティカルケア 3-5 33 000 108 000

ノーマルケア 1-3 66 000 70 000

アンビュラトリーモニタリング 0.5-1 82 500 139 000

疫学的モニタリング 0.25-0.5 106 000 147 000

他に傷のない精神的な健康や心理的な幸福の

ためのモニタリング
< 0.25 > 150 000 > 270 000

許可を得て転載しています（15）
a 想定は人口200万人の都市で、死傷者数はHazard Prediction Assessment Capability Program, version 3.21 (Defense Threat Reduction 

Agency, Fort Belvoir (VA), USA)で推定しています。
b 複合傷害は、火傷や鈍的外傷に加え、放射線傷害を含みます。
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ヨウ化カリウム（KI）などの放射性核種取り込み阻害剤と装飾剤は、被曝後できるだけ早く、あ

るいはKIについては予防的に投与する必要がある。放射性核種によって、以下のような治療法が

ある：

• 放射性ヨウ素が放出された場合のKI投与など、被ばく前または被ばく後すぐに治療が開

始される。

• セシウム核種を除去するためのプルシアンブルーによるデコポーション処理など、

内部被ばく線量測定の結果を受ける前に治療を開始する。

• 治療は、ジエチレントリアミン五酢酸（DTPA）によるデコポーション療法など、内部線量測

定の結果に基づいて行われます。内部被ばく線量測定の能力が低い国では、この方法の使用

は限定的である。

また、治療期間も考慮する必要がある。感染症が個人の接近や接触によって広範囲に拡散するの

とは対照的に、放射性物質の拡散は通常、風速と風向によって一地域に限定される。したがって

、医薬品や医療用品がメーカーから約束通りに届けられるか、国際的な支援が迅速に提供される

ことを前提に、放射線障害の治療には限られた現地備蓄で十分な場合がある。

放射線緊急事態に対応する防護の目的は、組織への影響（急性、亜急性、遅延）を回避または最

小化することと、確率的影響のリスクを低減することである。場合によっては、多数の人が治療

を必要とし、中には数ヶ月から数年にわたる治療が必要な場合もある(20)。国家備蓄の規模につい

て正確な助言を行うことは困難である。これは、国家のリスクプロファイル、特定のシナリオに

よって影響を受けるであろう集団の規模、国の医療能力に関する信頼できるデータが必要だから

である。国家備蓄の範囲と規模を決定するために、さまざまなアプローチが用いられてきた。

シナリオに基づくモデリングは、国家備蓄の規模を決定するための最も科学的なアプローチであ

る。必要なMCMの種類と量を決定するために、その国に関連する各シナリオのデータ（最も関連

するシナリオに関わる特定の放射性核種に関するデータ、地理・人口統計情報、汚染の潜在的範

囲、その他のデータを含む）を用いる場合。場合によっては、詳細なモデリングができないか、

または不要であり、備蓄すべき特定の薬剤の量を推定するために単純な仮定が使用されることが

ある。放射線シナリオの範囲が定義されている場合、過去の放射線事故時に得られたデータは、

国家備蓄の規模を決定する際の指針となり得る。以下のシナリオは、特に注目に値すると思われ

る。



12

• 核爆発による放射線被曝は、影響を受ける人々や環境にとって破滅的な結果をもたらす。

多くの国では、このような事態は起こり得ないと考えられているかもしれません。しかし

、国家備蓄の設計では、核爆発の影響をモデル化するシナリオが検討されました。

大都市圏での10kT爆弾の爆発は、米国の国家機関によって、緊急対応計画のための15のシナリ

オの1つとして提案された(25)。このような爆発によって生じる被災地や住民への物理的・放射

線的影響は、最先端のモデリングと信頼できる仮定によって詳細に検討され（26）、避難、屋

内退避、線量予測、環境汚染などの防護行動に関するガイドラインが発表されている（27）。

様々なカテゴリーでモデル化された死傷者数は、表1に示されている。医療対応では、生存と

重大な病状の予防に重点を置き、戦略的な国家備蓄を利用してMCMと物資を提供する必要があ

ります。

• RDDへの被曝は、放射線汚染の初期評価、不均一で高い放射線を持つ地域の特定、放射能の

経時変化をマッピングするための調査データの取得など、他の課題もある（23、28）。
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• REDによる傷害の程度は、放射性物質の種類や量、機器の近くで過ごす時間、体のどの部分が

露出しているかによって異なります。

表2.4つの放射線緊急事態のシナリオで適用される医療対策（関与するアイソトープ別

シナリオ
関与する可

能性のある

同位体

主な健康への影

響

最 も 関 連 性

の 高 い 製 薬

用薬剤

影響を受ける可能性

のある人の数（過去

の経験やモデリング

データによる。）

資料
No.

NPP事故 高いインパ

クトを与え

る：I、Cs

限定的なイン

パクト：Pu、

Sr、その他多

数

外部・内部汚染、

精神・心理的影響

、がんリスク増加

KIa に よ るヨウ素

甲 状 腺 の ブ

ロック化

原子力施設周辺の人

口 - 緊急保護区域（
UPZ)

19, 24

核爆発（≦10kT
）b

多数の短半減

期アイソトー

プ：例えば、
I, Cs, Su, Pu, U

大量死傷者：死亡

者、熱傷、外傷、複

合傷害、ARS、皮

膚放射線症候群、

精神的影響、癌の

リスク増加

ARS患者のCSF

；

緊急時の対応

に必要なKI

≤ 人口200万人の都市で
、クリティカルケアを
必要とする人が20万人
以上いる。

タリオン

29, 30

放射性物質拡

散装置

Cs、Am、Su、

I などの研究

用アイソトー

プ、Ir、Co、

Po、Pu などの

アイソトープ

を使用するこ

とができる。

放射性粒子、粉塵

、粉体による外部

汚染、放射性破片

による傷の汚染、

精神・心理的影響

との内部コンタ

ミのため

- Cs：プルシ

アンブルー

- Am、Pu．Ca 

DTPA、Zn 

DTPA；

- ポ：DMPS

ブラジルのゴイアニア

で起きた事故では、Cs

の放射性同位元素によ

る内部汚染に対して、

1%未満のプルシアンブ

ルーによる装飾が必要

でした。

モデル化されたシナリ

オでは、6万人が30日

または90日間のDTPA治

療を必要とする可能性

があります。

20,
23, 31
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放射性同位元

素による中毒

内部汚染（対象臓

器は同位体によっ

て異なる）、エミ

ッターによる致死

性の可能性（例：

Po-210のポイソン

）、発がんリスク

の増加。

- Sr：アルギン

酸塩

シナリオのバリエーシ

ョンが豊富であるため

、事例がない。

21

放射線照射装置 
d

任意のγ-エミッ
ター

同位体特異的

な処理を行わ

ない

高線量の全身外部

被ばくやARSにつな

がる可能性がある

。人数は、シナリ

オ、放射能の線量

、線源・被曝率、

近接する時間によ

って異なる。

ARS患者に対す

るサイトカイ

ンと成長因子

偶発的な局所曝露はほ

とんど報告されていな

い（例えば、Ir-192と

Co-60の産業用放射性物

質の誤った使用）。

意図的なシナリオのた

めのモデリングデータ

は見つからなかった

N/A
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a 原子力発電所の事故による被ばく後の1回の投与で十分と考えられる。40歳以下の成人には、安定ヨウ素剤130mgの服用が推奨さ
れている（3.2.1項参照）。この推定値は、2008年のUNSCEAR報告書(19)から得られたもので、チェルノブイリ原子力発電所事故後
に汚染地域に存在した被ばくした一般市民と労働者（約700万人）、原子力発電所から離れた場所に住む個人（約9800万人）を含
む。控えめに見積もって1億人の被曝には、ITBが投与されるUPZを超えた遠方に住む人々も含まれます。この数字は人口密度やそ
の他の要因に依存する。しかし、あらかじめ定義されたUPZよりはるかに離れた場所で、ヨウ素甲状腺ブロッキングの使用を正当
化する量の放射性ヨウ素にさらされる可能性は極めて低いと思われます。

b 核爆発による被ばくについては、放射性降下物（残留放射線）のみを対象とした考察を行う。放射線被ばくに加え、重大な外傷
や熱傷が発生する可能性がある。初期の放射性降下物は主に半減期の短い放射性核種からなり、外部照射の治療や緊急対応者の
KIが必要となる。地域などでの後期降下物は、半減期の短い核種、中間核種、長半減期の核種からなり、汚染された食品や飲料
水の制限など公衆衛生上の措置が必要である。

c 備蓄量はプルシアンブルーの1日分として推定しています。

d 放射線被ばく装置からの被ばくで、放射性核種が有意に取り込まれることは考えにくい。したがって、管理は ARS の可能性のあ
る症例に対してのみ考慮される。外部照射によるARSの治療は、すべての放射性核種について同様である。

放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：政策アドバ

イス
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4. ストックパイルフォーミュラリー

ストックパイルフォー

ミュラリー

4.1. 放射線緊急事態に備えた備蓄の要素

外傷用キット、輸液、鎮痛剤、抗生物質などの一般的な医療用品に加え、放射線備蓄には、

医薬品や機器といった特定の要素も含まれます。

放射線緊急事態では、特定の医薬品が必要とされるため、その製法は、大量殺傷者に迅速に使用

できるようにすることが重要である。例えば、静脈注射ではなく、経口、皮下、経皮、吸入、筋

肉内投与などである。小児用または老人用の経口剤の液剤（または錠剤やカプセルの配合のため

の特定の指示）があれば、それを考慮することができる。また、小児への投与は体重だけで計算

することはできないかもしれない。エンドユーザー（業者、緊急対応計画者・管理者、政府備蓄

4.
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管理者等）が医薬品を選択する際には、保管上の配慮が重要な要素となるため、冷蔵の必要性が

少なく、保存期間の長い製品が望ましい。備蓄される製品は、すべての集団、特に子供や妊婦に

安全に投与でき、その他の要件も可能な限り満たすように注意する必要がある。

放射線量を評価し、それによって多数の潜在的被ばく者をトリアージするための機器は、低侵襲性、

迅速性、放射線特異性が要求されるため、大量殺傷事件での使用は限られるかもしれません。さ

らに、すべての放射線種類と被ばく経路について、個人の放射線量を測定できる普遍的な携帯機

器は存在しない。放射線緊急事態で一般的に使用される機器については、一般的な情報としてこ

のセクションで簡単に触れているだけで、この文書の範囲には含まれていない。
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生物学的、臨床的、例えば嘔吐までの時間、リンパ球減少速度論（32）、ソフトウェアツール（

33）、METREPOL基準の使用（34）、細胞遺伝学的バイオドシメトリなどの他の方法は、非常に貴

重でありうる。迅速な診断と線量評価を可能にするために、緊急時には、地域や国の備蓄品、あ

るいは商業的な供給元から、必要な試薬やその他の実験用消耗品への迅速なアクセスが確保され

なければならない。

さらに、公衆衛生上の緊急事態では、個人用保護具、外傷用キット、抗生物質などの非特異的医

薬品、蘇生液、緩和ケア用アイテムなど、いくつかの脅威に共通する要素の備蓄が必要となりま

す。したがって、すでに備蓄されている他の製品で、放射線緊急事態に迅速に再利用できるもの

があるかどうかを調べることが重要である。本書では、放射線緊急事態に使用される医薬品のみ

を取り上げる。

備蓄処方の要素は、各国の薬事規制や認可の対象となり、MCMの規制状況は国によって異なる。

表3は、放射線障害に対する適応症および適応外の規制承認が与えられているいくつかの国の主要

なMCMの要約である。さらに、以下の備蓄の各要素の説明には、WHO必須医薬品リスト（EML）

への掲載の有無が示されている。

表3.主要なMCMの特定国における規制状況（2022年10月現在）

国名
薬剤

カナダ ドイツ フラン

ス

イギリ

ス 日本
ロシア

連邦 米国

ヨウ化カリウム（Potassium iodide
+a + + + + + +

プルシャンブルー - + + -b + + +

CaまたはZn DTPA
- b + + o + + (+)

アルギン酸塩 o o o o o o +

アルミニウム製制酸剤 o o o o o o o

炭酸水素ナトリウム（Sodium 
bicarbonate

o o o o o o +

(ペグ）フィルグラスチム（G-CSF) o o o o o o +

サルグラモスチム/モルグラモスチム
(GM-CSF)

- - - - o - +
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ロミプロスチム o o o o o o +

放射性核種を組み込んだMCMまたは放射線障害に関連する適応症として承認された（適応症

） 承認されたが製造中止となった（例：メーカーによる）

放射性核種の取り込みや放射線障害に関連しないその他の症状に対して承認されている（適応

外） 現在、承認されていない。

G-CSF、顆粒球コロニー刺激因子、GM-CSF、顆粒球・マクロファージコロニー刺激因子、PEG、ペギル型
a 自然健康食品として
b スペシャルアクセスプログラムを通じて輸入された

+

(+)

o

-
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4.2 内部汚染

吸入、摂取、汚染された傷口から放射線を浴びると、放射性核種が体の組織や臓器に取り込まれ

、すぐにあるいは長期の健康影響を及ぼす可能性があります。放射性核種によって標的とする臓

器が異なり（図1参照）、人体内での挙動も異なる。幸い、ブロッキング剤（ヨウ化カリウムなど

）は放射性核種の取り込みを防ぎ、デコポーション治療（キレーションなど）は放射性核種を除

去して負担を軽減し、放射線に関連した健康影響のリスクを低減します（35）。

図1.一般的な体内エミッターの主な標的臓器

甲状腺
I

肝臓
Am、Cf、Co

、Cu、Pu、
Po

卵巣 
睾丸

肺
Am、Pu、Po

腎臓
Co、Po、U

プー 骨
Am、Cf、Cu、P、Pu、
Ra、Sr、Th、U、Y

骨髄
Am、Pu、P、Po
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現在、いくつかのアプローチが利用可能であるが、それらは限られた放射性核種にしか対応でき

ず、また、静脈内投与を繰り返す必要があるものもある。そのため、大規模な集団の治療に適し

た投与経路を持つ新規製品の開発に研究投資が行われている（6.1項参照）。内部汚染の予防と管

理のための既存の装飾剤と遮断剤の使用については、以下で説明する。

4.2.1 ブロッキング剤

ヨウ化カリウム(KI)

コンテキスト放射性ヨウ素は、原子力事故時にプルームや雲となって放出さ

れ、環境を汚染する可能性がある。汚染された空気の吸入、汚染された食物

や飲料水の摂取は、主に甲状腺による放射性ヨウ素の内部被ばくと取り込み

につながる可能性がある。0歳から18歳まで放射性ヨウ素に被曝した人の甲

状腺癌のリスクが高まることが、主な病理学的結果である。安定ヨウ素を、

通常はKI錠として経口投与し（食物や飲料水を管理しながら）、ヨウ素甲状

腺ブロック（ITB）と呼ばれ、甲状腺のリスクを減らすための適切な戦略と考

えられている。

放射性ヨウ素の偶発的な放出にさらされた人たちの癌に対する多くの加盟国の準備プランに含ま

れている。KIの適切な使用に関するガイダンスがWHO等から出されており、KIは適時に投与され

れば比較的安全で有効であることが示されている（35、36）。

化学名 ヨウ化カリウム、KI

EML 2021 その他の適応症に含まれる

表示について 放射性ヨウ素同位元素の甲状腺への蓄積の防止

アプリケーションのル

ート

経口剤（割れる錠剤、国によっては小児用のゲルや液体もあります。）

投与量 12歳以上の人には130mgのKI（100mgのヨウ化物）（小児への投与量について

は表4を参照）

賞味期限 通常5年、延長の可能性あり

具体的な投与量と治療期間KI の推奨用量は年齢によって異なる（表 4 参照）。通常、KIの単回投

与で十分であるが（35）、長時間（24時間以上）または繰り返し被爆した場合、汚染された食物

や飲料水をやむを得ず摂取した場合、避難が不可能な場合には、安定ヨウ素の反復投与が必要と
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なる場合がある。

表4.年齢層別KIの推奨投与量（35歳）

年齢層 ヨウ素の質量

、mg
KIの質量、mg 130mg錠の端

数*。

65mg錠の端

数

新生児（出生から1ヶ月まで） 12.5 16 1/8 1/4

乳幼児（1ヶ月～3歳） 25 32 1/4 1/2

子ども（3～12歳） 50 65 1/2 1

成人および青年（12歳以上） 100 130 1 2

*ヨウ素の含有量が同程度の125mgのKI錠を使用するメーカーもあります。
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効果を発揮する：治療の効果は、放射性ヨウ素の薬物動態に依存する。ヨウ素はヨウ化物として

迅速かつ完全に吸収される。I131を中心とする放射性ヨウ素は、Na-Iシンポータによるキャリアを介

した輸送により甲状腺に集中し、安定ヨウ素を投与するとシンポータが遮断され、放射性ヨウ素

の甲状腺への取り込みや内部照射の期間が制限される。安定ヨウ素を放射性ヨウ素の被曝開始前

または開始時に投与すると、甲状腺が安定ヨウ素で飽和するためにその取り込みが阻害され、甲

状腺の内部被曝を効果的に低減できる。安定ヨウ素剤の最適な投与期間は24時間以内である。

の前、および予想される曝露開始の2時間後までに行う。

禁忌事項禁忌：KIに対する過敏症は禁忌とみなされることがある。それ以外では、ごく稀な免疫

学的既往症（疱瘡状皮膚炎、低補体性血管炎）を除けば、KIの経口投与に禁忌はない。

副作用について副作用のリスクグループには、既存の甲状腺疾患およびヨウ素過敏症の患者が含

まれる。甲状腺の副作用は、バセドウ病や機能性自律性「ホット」甲状腺結節（ヨード欠乏地域

に住む成人に加齢とともに発症することがある）など、既存の甲状腺疾患を持つ患者に多く見ら

れることがあります。甲状腺以外の副作用は、軽症例ではまれで、重症例では例外的です（嘔吐

、下痢、胃痛を伴う消化器系の障害は2％未満、軽度の皮膚発疹は1％未満です）。

安定性と保存性密封包装され、乾燥した涼しい場所に保管された錠剤は、ヨウ素含有量を5年間完

全に保存することができる。5年後、ヨウ素含有量を確認し、必要に応じて保存期間を延長する必

要があるが、このような延長を試験するための正式なプロトコルが確立され、有効性が確認され

ている場合。保存期間は同じ条件でさらに延長することができる（37）。

4.2.2 デコレート剤

背景：ある種の放射性核種を誤って吸入または摂取すると、様々な放射性核種が様々な組織や臓

器を標的とする内部汚染につながる。その中には、血流にのって標的臓器に沈着し（図1参照）、

全身あるいは局所的な放射線影響を引き起こすものもある。このような場合、消化管からの吸収

を抑えるためにデコポレーション療法を行ったり、放射性核種を体外に排出するために同位体希

釈剤、利尿剤、吸着剤、キレート剤などを用いたりすることが行われています。例えば、放射性

セシウムによる内部汚染の治療には経口プルシアンブルーカプセルが、超ウラン核種（Pu、Am、

Cmなど）による汚染の治療には静脈内またはネブライザーで投与するCaおよびZn DTPAが一部の

国で承認されています（36）。
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プルシアンブルー (PB)

化学名
FeIII［FeII（CN）］×H O、フェロシアン酸第二鉄、PB

4 6 3 2

EML 2021 ヘキサシアノ鉄酸カリウムは、その他の適応症のために含まれています。

表示について 放射性Cs同位体、Tl中毒の取り込み

アプリケーションのル

ート

経口、500mgカプセルまたは錠剤

投与量 通常1g/日×3回を30～90日分

賞味期限 通常5年、技術的に寿命延長可能
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具体的な投与方法通常、放射性セシウム中毒に対する推奨用量は、3g/日を

24時間にできるだけ均等に分配する（通常、8時間ごとに1g）。20g/日まで

は安全であると考えられている。様々な投与間隔が提案されている。摂取後

数時間以内であれば、3gを超える初回投与が妥当と考えられる。吸入後、排

泄速度は腸肝循環に分泌されたCsの量に依存し(45)、したがって、初期の大

量投与は利益をもたらさない。さらに、高用量の潜在的な副作用である閉塞

感によって

のため、Csの腸内滞留時間が長くなり、消化管への放射線量が高くなる。プルシアンブルーの液

剤は、大きなカプセルを飲み込むことが困難な小児や老人のために開発されています（38）。

治療の開始プルシアンブルー療法は、早期に開始するほど、放射性核種の早期除去に有効である

。治療開始が初日であれば有効線量は61％、10日目であれば53％減少すると報告されています。

治療期間を長くすることでその効果を高めることができるが、治療開始の遅れを治療期間の延長

で補うことには限界がある。

治療の期間プルシアンブルーによる治療期間は、汚染の程度によるが、メーカーによると30日以

上である。効果は、プラトーに達する前に、最大90日間の治療でさらに向上するようである(39)。

治療の効果をモニターするために、残存Cs活性の定期的な測定が推奨される。

効果プルシアンブルーを経口投与（40）すると、腸内でイオンスカベンジャーとして作用する。

消化管では吸収されないが、腸内でCsイオンと結合し、糞便への排泄を促進する。プルシアンブ

ルー療法を行わない場合の糞便/尿中排泄比は0.15であったが、プルシアンブルー療法を行うと最

大で4倍（投与量による）に増加したと報告されている（40）。プルシアンブルーは、成人におい

て放射性セシウムの生物学的半減期を約65％短縮する(41)。

安定性と保存性プルシアンブルーは室温で安定である。欧州連合および米国で使用されている製

品は、欧州医薬品庁および米国食品医薬品局（FDA）により、5年間の保存期間が承認されていま

す。

プルシアンブルーは消化管でほとんど吸収されないため、プルシアンブルーの長期保存で懸念さ

れるのは、吸収される可能性のある危険な分解生成物の発生です。懸念される主な分解生成物は

シアン化水素で、シアン化水素はプルシアンブルーの35～40％を占める（結晶化水による）(42)。

周囲条件（20～22℃、相対湿度40～60％）で10年間保存した場合、プルシアンブルーは熱力学的
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に安定していたが、結合水が失われていた。しかし、シアン化合物の放出は、使用を妨げるほど

には増加しない。in vitroの非常に悲観的な条件下で放出された量は約75μg/gで、20gのプルシアン

ブルーの最大用量（人間の最大耐量、70kg男性で14.4mg）を投与すると、1.5mgのシアン化合物に

暴露する結果となる（43）。しかし、Cs結合能は、結合水の喪失に伴い著しく低下し、10年保存

後には358mg/gではなく265mg/gとなった(44)（プルシアンブルーのCs結合能に関する米国FDA規格

は150mg/g以上である）。
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キレート剤です：Ca DTPA、Zn DTPA

化学名 Ca-またはZn-ジエチレントリアミンペンタアセテー

ト。CaNa3 DTPA：Ca DTPA
ZnNa3 DTPA：Zn DTPA

EML 2021 付属していません

表示について 超ウラン元素または他の多価カチオン元素の組込み禁止

アプリケーションのル

ート

典型的には静脈注射、吸入（吸入した放射性核種のデコポレーションのため）、

局所適用（創傷の除染のため）が記載されている（36）。経口製剤も研究されて

いるが、効果は不十分であることが示されている（45, 46）。

投与量 1日1gを5日間、週2～3回を6週間、その後休薬、総期間は反応による。

賞味期限 15～30℃で保存した場合、無菌製品の場合は5年

詳細表示：超ウラン元素（Am、Pu、Cm、Cf、Bk）（47）およびAc、Ce、Cr、Co、Es、Eu、In、La

、Mn、Nb、Pd、Ru、Sc、Th、Y、Zn、Zr、Pm（48）の装飾に用いられる。U、Np、Cdについては

、腎毒性を引き起こす可能性があるため、（有効ではあるが）装飾用としては推奨されない。

具体的な投与方法成人の初期投与量は、最初の5日間は1日1g（1日15mg/kg、1アンプル）である。

5日以降は投与間隔を長くし、週2～3回の注射を6週間続けることができる。12歳未満の小児には

、1gを超えない範囲で14mg/kgを投与することが望ましい（47）。治療効果に応じて、6週間の休

薬期間を設けることが推奨される。その後、平均投与量のプラトーが達成されるまで、3週間の投

与と3週間の投与なしのスケジュールで交互に治療することができる。

DTPA溶液を生理食塩液又は5％ブドウ糖液20mLに加え、15分以上かけて投与する。また、250mLの

希釈液に1gを30～120分かけて注入する治療法も忍容性が高い。アクチニドで汚染された創傷に対

しては、DTPAによる灌流を考慮することができる。DTPA 1gと2％リドカイン10mLを100mLの通常

生理食塩液に溶解した溶液を使用する。吸入療法では、1gのDTPAを滅菌水または生理食塩水で1：

1希釈して調製する。

治療開始の時期DTPAは被爆後できるだけ早く、理想的には最初の24時間以内に投与されるべきで

ある。早期投与が不可能な場合は、いつでも治療を開始できるが、放射性核種が骨や他の臓器に

沈着すると効果が大幅に低下する(47, 48)。取り込み後24時間以内は、Ca DTPAの方がZn DTPAより

も超ウラン元素に対する結合親和性が高い（～10倍）ため、放射性核種を早く除去する。その後

、可能であれば、体内の必須微量元素をより少なく消去するZn DTPAに治療を変更する必要があり
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ます。Zn DTPAが使用できない場合は、亜鉛の補充とともにCa DTPAを延長投与することができる

（47, 48）。Ca DTPAが初回投与に使用できない場合は、Zn DTPAを投与することができる（47, 49

）。

治療の期間治療期間は、放射性同位元素の量及び種類によって異なる。尿中放射性同位体濃度を

定期的にモニターし、排泄率が上昇した場合は治療を継続する。ほとんどの場合、最初の5日間の

治療で、取り込まれた超ウラン核種のほとんどが体外に排出される。DTPAによる長期の治療が必

要な場合は、血清中の内因性金属（例えば、Zn、Mg、Mn）とその関連酵素をモニターし、Znを含

むミネラルサプリメントを検討する必要があります。アルカリフォスファターゼは、DTPA治療中

の必須金属のアンバランスの良い指標となる(50)。

効果DTPAは、多くの多価陽イオン（トランスランなど）と水溶性のキレート錯体を形成し、溶解

度を高めるため、尿中排泄率を高める。腎臓への障害を避けるため、Uのような腎毒性のある放射

性核種はDTPAで装飾することはできません。経口バイオアベイラビリティ
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は10％未満であり、エアロゾルとして吸入すると、バイオアベイラビリティは20-30％になる。

DTPAは、24時間以内に投与された場合、PuとAmの可溶性形態（PuO2 (NO3 ) x 22 H2 Oなど）の吸収

量を80％削減することができる（48）。対照的に、PuO2 のような酸化物は肺に優先的に沈着し、

粒径によっては数ヶ月間、胸部リンパ節、肝臓、骨に留まることがあります。このような場合の

DTPAの有益な効果は25%未満である。

Ca-DTPA は、腎炎症候群や腎不全の場合には禁忌である(48)。Ca DTPA に は 催奇形性があるため

、妊娠中は Zn DTPA のみを投与する。

アルミニウムを含む制酸剤とアルギン酸塩

化学名 AlPO4 , リン酸アルミニウム, アルギン酸ナトリウム
EML 2021 付属していません

表示について 放射性Srの摂取

アプリケーションのル

ート

オーラル

投与量 リン酸アルミニウムゲル100mLまたはアルギン酸ナトリウム10g

賞味期限 リン酸アルミニウムの懸濁液：3年、アルギン酸の懸濁液：2年

具体的な投与方法と投与期間：リン酸アルミニウムゲル100mL（それ以上の投与量では効果がな

い）またはアルギン酸ナトリウム10gを1日1回、数日間投与する。最適な効果を得るためには、摂

取前または摂取後2時間以内に治療を開始する。摂取したSrが完全に胃腸に取り込まれた後では、

達成可能な効果はわずかである（48）。

効果アルミニウムを含む制酸剤は、ヒトのSrの放射性核種を経口摂取する直前または2時間以内に

適用すると、Srの排泄率を高めることが示されている(48)。アルギン酸塩はアルギン酸ナトリウム

として提供され、NaはSrと交換され、Srも排泄される。アルギン酸塩は、小児や妊婦の制酸剤と

しても認可されているという利点がある。

安定性及び保存性アルギン酸塩の経口摂取用懸濁液の保存可能期間は、製造業者により 2 年と記

載されている。リン酸アルミニウムの懸濁液の保存可能期間は 3 年と記載されている。医薬品で

はなく活性物質を単独で保存する場合、活性物質の再試験の推奨期限は 5 年である。

炭酸水素ナトリウム（Sodium bicarbonate
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化学名 NaHCO3、炭酸水素ナトリウム

EML 2021 その他の適応症で非経口的に使用する場合に含まれる。

表示について 放射性Uの内在化

アプリケーションのル

ート

静脈内注射、経口

投与量 点滴静注：最大。1時間あたり1.5mmol/kg体重、経口：4時間ごとに2錠（1.0～1.3g

）。

賞味期限 点滴：2年、錠剤：3年：3年

具体的な投与量と治療期間静脈内投与用の炭酸水素ナトリウムは、4.2％（500mM）または8.4％（

1M）溶液として一般的に供給されているが、他の濃度も入手可能である。U中毒での使用に関す

る情報はほとんどないが、1時間以内に1.5mmol/kg体重までの輸液が安全と考えられ、1Lの

0.9%NaCl溶液または5%ブドウ糖水溶液で投与することが可能である。1.5mmol/kg体重の輸液速度

を超えてはならないが、輸液量は250mLまで下げることが可能である。
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経口投与では、炭酸水素ナトリウムは、一般に500～650mgの制酸錠として提供される。4時間ご

とに2錠を投与するのが安全であると考えられている。治療中は尿中pHを1時間ごとにモニターし

、8～9の範囲を維持する(51)。この治療目標に1日の投与量を調整し、3日間治療を継続する。

炭酸水素ナトリウムが低カリウム血症や呼吸性アシドーシスを誘発するとの報告もあるため（48

）、血液検査、K値、心電図、尿検査などの総合代謝パネルを含む慎重な管理のもとで治療を行う

必要があります。

効果を発揮する：炭酸水素ナトリウムは尿をアルカリ化し、pH≧8で三炭酸ウラニルを主に形成す
る。この安定な錯体は、腎尿細管細胞との相互作用が少ないため、ラットでは腎毒性が少なかっ
たと考えられる(51)。

安定性と保存性輸液用炭酸水素ナトリウム溶液の場合、1M溶液の限界は微生物学的安定性であり

、推奨使用期間は室温で2年に制限されている。すぐに使用できる濃度に希釈した後の物理化学的

安定性は、濃度にもよるが、冷蔵で7日間、室温で30-48時間に低下する(52)。

経口投与の場合、炭酸水素ナトリウム錠の保存期間は室温で3年である。純物質は3年後に再試験

を行うこと。

4.3 急性放射線症候群

高線量電離放射線被曝は、造血器症候群、消化器症候群、心血管系症候群、神経系症候群として

現れる ARS を引き起こす可能性がある（図 2）．本書では、最初の2つ（造血器系と消化器系）の

治療について述べる。心血管系と神経系症候群は治癒不可能と考えられ、患者は緩和ケアのみを

必要とするからである。

図2.放射線量レベルによる紹介前の血液中の好中球数の動態（34）
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ボックス2造血幹細胞移植について

造血幹細胞移植は、一般に放射線障害の治療には推奨されない。この治療法の使用に関するほ

とんどの経験は、1986年のチェルノブイリ原子力発電所事故の被害者の治療で得られたもので

ある(53)。しかし、残念なことに、ほとんどの患者は、さらに（造血器以外の）臓器障害も抱

えており、死亡率も高かった。この事故と他の放射線事故のレビューによると、造血幹細胞移

植を受けた31人の患者のうち27人が死亡し、残りの4人は拒絶された同種移植片で生存してい

た（53、62）。したがって、SCTは、他のすべての治療が行われた場合にのみ検討されるべき

である
のオプションは失敗しました。

4.3.1 造血器傷害の管理用薬剤

文脈です：他の臨床症状の治療に用いられるある種の医薬品は、ARSや局所放射線障害などの放射

線誘発性傷害の管理にも有効であり（53）、一部の国ではARS管理用として承認されている。例え

ば、骨髄細胞（すなわち顆粒球）（G-CSF）または顆粒球およびマクロファージ（GM-CSF）を標的

とする成長因子（すなわちサイトカイン）は、顆粒球系または顆粒球-マクロファージ系の前駆細

胞の増殖を促進し、骨髄の成熟を促進し、プログラムされた細胞死（すなわちアポトーシス）か

ら保護するとともに細胞機能を強化します（54および55）。成長因子を用いた放射線誘発性急性

造血障害の臨床管理についてレビューされている(56)。骨髄成長因子は、放射線被曝による急性お

よび遅発性傷害を治療するためのMCMとして開発され、放射線誘発性好中球減少症を緩和してい

る。これらは急性放射線症候群の治療薬として米国食品医薬品局（FDA）に承認されており、フィ

ルグラスチム、ペグフィルグラスチム、サルグラモスチムは大量殺傷事件の緊急時に使用するた

めに米国の備蓄品に含まれている（57、58）。もう一つの成長因子であるロミプロスチムは、骨

髄での血小板産生を増加させることで放射線誘発性血小板減少症を緩和し、後に米国FDAからARS

治療薬として承認され（59）、米国の備蓄品に含まれるようになりました。ロミプロスチムは、

トロンボポエチン受容体に結合し、巨核球形成と血栓形成を刺激する融合タンパク質である。そ

の活性は、骨髄系成長因子やサイトカインの生物学的効果を補完するものであるため、併用され

ることになる。

また、現在貧血の臨床管理に用いられている成長因子であるエリスロポエチン（60）は、放射線

誘発性貧血を緩和し輸血の必要性を減らすために投与される（6.1節参照）。

造血幹細胞療法（SCT）は、2週間以上の治験が失敗した患者に対して検討することができる
サイトカイン療法や輸血を含む支持的な血液学的ケアの、制限された
は、非造血器官系に対する治癒可能な傷害である可能性がある（61）。SCTは本書の範囲外である
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が、情報提供のためにBox 2に簡単な説明を記載した。
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顆粒球コロニー刺激因子(G-CSF)

薬剤名 フィルグラスチム（グリコシル化なし）、レノグラスチム（グリコシル化あり）
EML 2021 フィルグラスチムは含まれる、レノグラスチムは含まれない

表示について 造血器傷害をもたらすと予想される放射線照射

アプリケーションのル

ート

皮下注射

投与量 10 µg/kg 体重

賞味期限 フィルグラスチム2-8℃で保存した場合、3年 

レノグラスチム：2-8 °Cで保存した場合、2年

具体的な投与方法造血障害をもたらす、またはもたらすと予想される電離放射線に被曝した人に

は、2Gyを超える放射線量の疑いまたは確認があった後、できるだけ早く、G-CSFとして10μ g /k g

の 量を1日1回皮下投与する（63）。治療は、絶対好中球数が3回で1000/mm3以上になるか、10 

000/mm3以上になるまで継続する。乳幼児および小児では、1 日あたり約 3 µg/kg 体重の投与量を

使用することができる。投与量を最も近いバイアルサイズに丸めることで、コスト・ベネフィッ

ト・レシオを最大化することができる。用量制限的な毒性は観察されていない。

副作用について静脈内ボーラス注射後、G-CSFは30分以内に一過性の白血球減少を引き起こす。骨

髄内の骨髄性コンパートメントの拡大によると思われる骨および筋骨格系の痛みが、癌患者の約

20%に発生する。その他の副作用として、発熱、胸痛、咳、吐き気、疲労、皮疹、血小板減少が

あり、レシピエントの10％以上で肝機能検査の頻度を上げる必要がある。脾腫が報告され、まれ

に脾臓破裂が起こることがある(64)。

ペグ化顆粒球コロニー刺激因子(PEG-G-CSF)

薬剤名 ペグフィルグラスチム
EML 2021 付属していません

表示について 造血器傷害をもたらすと予想される放射線照射

アプリケーションのル

ート

皮下注射

投与量 6mg/week

賞味期限 2～8 ℃で保存した場合、3年

具体的な投与方法電離放射線に被曝し、造血障害が生じた場合のPEG-G-CSFの標準的な投与量は
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6mg/週である（65）。ベースラインの全血球計算（CBC）が推奨されるが、CBCが容易に入手でき

ない場合、投与の遅延は正当化されない。初回投与は、2Gyを超える放射線の被曝が疑われるか確

認された後、できるだけ早く行う。2回目の投与は1回目の投与から1週間後に行う。

副作用について骨髄内の骨髄区画の拡大によると思われる骨痛（ostealgia）および筋骨格痛は、が

ん患者の約20％に認められ、非ステロイド性抗炎症療法により一部緩和されます。その他の副作

用として、アナフィラキシー、重篤な過敏性反応、毛細血管漏出症候群、急性呼吸器疾患症候群

、糸球体腎炎、顆粒球の皮膚浸潤（Sweet症候群）、鎌形細胞危機、稀に脾臓破裂などがあり、

1%未満に発生する。
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顆粒球マクロファージコロニー刺激因子(GM-CSF)

薬剤名 サルグラモスチム
EML 2021 付属していません

表示について 造血器傷害をもたらすと予想される放射線照射

アプリケーションのル

ート

皮下注射

投与量 成人の場合、7μg/kg 体重

賞味期限 メーカーによる表示なし、2～8℃で保管

具体的な投与方法造血障害をもたらす電離放射線に被曝した成人に対するGM-CSFの典型的な投与

量は40kg以上であり、ベースラインのCBCがない場合でも、2Gyを超える放射線に被曝した疑いま

たは確認後できるだけ早く開始して、7μg/kgを毎日1回皮下投与することです。適応外では、

250μg/m2/日を皮下注射し、絶対好中球数が1000/mm3以上になるまで継続投与することもできる(15)。

米国臨床腫瘍学会(ASCO)のガイドラインでは
は、2Gy以上の線量および/または絶対リンパ球数の著しい減少、あるいは7日以上の好中球減少＜
500/mm3が予想される場合、24時間以内に開始することを推奨する（66）。GM-の典型的な投与量
CSFは1日250μg/㎡を皮下注射する。なお、費用対効果を最大化するため、投与量はバイアルサイズ

に四捨五入することができる。

副作用についてGM-CSF は静脈内ボーラス注射後、30 分以内に一過性の白血球減少を引き起こす。

GM-CSFは、10％以上の症例でインフルエンザ様症状（倦怠感、発熱、筋肉痛、関節痛、頭痛など

）、発疹、肝機能検査値異常を誘発することがあります。この影響は通常軽度で、解熱剤により

緩和され、継続投与により消失する。

GM-CSFを1日32μ g /k g 以上静脈内投与または1日15μg/kg以上皮下投与した場合、全身毒性が観察さ

れており、毛細血管漏出症候群、静脈炎、静脈血栓症が起こることもある（67）。顆粒球による

皮膚浸潤は、急性熱性好中球性皮膚症や壊死性血管炎を引き起こす可能性がある（68）。

ロミプロスチム

薬剤名 ロミプロスチム
EML 2021 付属していません

表示について 血小板減少をもたらすと予想される放射線照射

アプリケーションのル 皮下注射
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ート

投与量 10 µg/kg 体重

賞味期限 2-8℃で保存した場合、凍結乾燥品として5年間。

投与量電離放射線に被曝し、造血障害が発生した、または発生が予想される場合のロミプロスチ

ムの典型的な用量は、10μg/kgの単回投与である(59)。2Gyを超える放射線被曝が疑われる、あるい

は確認された場合は、ベースラインCBCの有無にかかわらず、できるだけ早く治療を開始する必要

がある。

副作用がある：成人では皮疹、腹痛、下痢、急性骨髄性白血病、神経系症状（頭痛、めまい、不

眠）、関節痛、筋肉痛が、小児および青年では打撲、口腔咽頭痛、上気道感染、発熱が報告され

ており、それぞれ10％を超える頻度で報告されています。
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4.3.2 消化器傷害治療剤
背景と適応5Gy以上の電離放射線は、消化管粘膜バリアの破壊と消化管の構造的完全性の変化を誘

発し、腸内細菌の循環への移行、重度の分泌性下痢、脱水および電解質不均衡の素因となる、

は、いずれも高い死亡率の原因となっている(69)。いくつかの放射線特異的治療薬が研究されてい

るが、消化管の放射線障害の治療薬として規制当局から承認されているものはない。急性消化管

放射線障害の管理は、水分と電解質の補給に加え、制吐剤、下痢止め、抗菌剤の投与が主体であ

る（70）。

オンダンセトロン

化学名 オンダンセトロン
EML 2021 含まれる

表示について 制吐療法

アプリケーションのル

ート

点滴静注、溶ける錠剤、フィルム錠として経口投与。

投与量 静脈内投与：8mgまたは0.15mg/kg体重、経口投与：8mgを1日1回または2回。

賞味期限 無菌の静注用・経口用：3年

選択的なセロトニン受容体拮抗薬である5-ヒドロキシトリプタミン（オンダンセトロン）を用いた制吐剤が

選択されます。

投与する：放射線量5Gy未満では中枢神経を介した悪心・嘔吐が起こる可能性があるため、2Gy以
上の線量を被曝した場合には制吐療法を行う(70)。成人には、1日1～2回、8又は0.15mg/kg（最大
16mg/回［メーカー表示］）の静脈内投与、経口投与が行われる：

8mg を必要に応じて 1 日 1 回または 2 回投与する。放射線治療後の制吐療法の適切な期間は明確

になっていないが、ASCOは各放射線照射の翌日から1日1～2回の継続投与を推奨している(71)。造

血幹細胞移植のために全身照射を受ける小児に対しては、4～11歳の小児に4mgを8時間おきに照

射中経口投与する。

12歳以上の青少年には8mgを8時間おきに投与する。患者を継続的にモニターして、持続的な症状について
確認する必要がある。
吐き気と嘔吐があり、さらにオンダンセトロンが必要かどうか判断する。

副作用についてオンダンセトロンは、便秘、頭痛、疲労、倦怠感、過敏反応、QT間隔の延長や徐

脈などの心電図異常を引き起こすことがあります。心室性不整脈やトルサード・ド・ポワントが

報告されており、まれに死亡例もある。
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放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：政策アドバ

イス

ロペラミド

化学名 ロペラミド
WML 2021 含まれる

表示について 抗下痢剤治療

アプリケーションのル

ート

オーラル

投与量 初回投与量：4mg、最大：16mg/日（成人の場合

賞味期限 5年

下痢は、塩酸ロペラミドやジフェノキシレート-アトロピンなどの一般的な下痢止め薬でコントロ

ールすることができます。ロペラミドは、その有効性の高さと毒性プロファイルの良さから、初

期治療薬として位置づけられている(70)。

具体的な投与方法成人には、初回経口投与量として4mg、次いで緩い便のたびに2mgを投与し、最

大16mg/日を投与する（製造販売元表示）(72)。維持量（症状をコントロールするために必要な最

小量）は、通常、1回4～8mg/日、または分割投与（例：便秘の前に2mg、便秘の後に2mg）。

食）（73）。最大耐容量を10日間以上投与しても臨床的改善が認められない場合、
の症状が、さらなる投与によって抑制される可能性は低い。

小児では、最も低い有効経口投与量を最も短い期間使用する必要がある。体重13～20.9kgの2～5

歳の小児には、最初の緩い便の後に1mg、その後の緩い便の後に1mg/日を投与し、1日の最大投与

量は3mg/日である。体重21～27kgの6～8歳の小児には、最初の緩い便の後に2mg、その後の緩い

便の後に1mg/服用し、1日の最大服用量は4mg/日である。9～11歳、体重27.1～43kgの小児には、

最初の緩い便の後に2mgを、その後の緩い便の後に1mg/日を投与する。

の場合、1 日最大用量は 6 mg/ 日とする。12歳以上の青少年には、初回経口投与量として4mgを投与し、そ
の後、1日6mgを投与する。
最初の緩い便の後に2mg/回、その後の緩い便の後に2mg/回を1日最大量として投与する。
を8mg/日に変更した（72）。すべての薬と同様に、ロペラミドの投与継続を決定するために、患

者を日常的に監視する必要がある。

副作用について1～10％の症例で、以下の副作用が認められた：めまい、便秘、腹部痙攣、悪心。

その他の副作用として、眠気、消化不良、多形紅斑（まれに）、疲労、鼓腸、巨大結腸、麻痺性

イレウス、そう痒症、皮疹、Stevens- Johnson症候群（稀）、アナフィラキシー（稀）、アナフィ

ラキシーショック（稀）などが報告されている。推奨量以上の投与で、Torsades de Pointes、心停
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止、死亡の事例が報告されている。

禁忌事項ロペラミドは、2歳未満の患者には禁忌である。

4.3.3 急性放射線症候群に関連する感染症の管理薬剤 文章を掲載しました：電離放射線

は、骨髄による造血細胞の産生を線量に関連して抑制する。好中球減少が長期化した患者は日和

見感染症や院内感染症のリスクが高く、抗生物質、抗真菌薬、抗ウイルス薬などの予防的抗菌薬

療法が有効な場合がある（15、56、70）。絶対好中球数が0.5×109/L未満の患者は、2Gyを超える吸

収線量を受けたと推定され、腸壁を越えて細菌が移動する消化管損傷、敗血症および死亡のリス

クがある。このような患者に対する抗菌薬予防の目標は、腸の除染よりも、全身および組織の薬

物レベルを治療的にすることである。
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抗菌薬の選択は、抗菌スペクトル、局所耐性パターン、モニタリングの必要性、毒性、アレルギ

ー反応、投与のロジスティックスに依存する。抗菌薬の使用は、化学療法後の発熱性好中球減少

症における抗菌薬の使用について米国感染症学会（74）および欧州腫瘍学会（75）、WHO AWaRe 

Antibiotic Book（76）が推奨するように、白血球および好中球減少の程度と予想される免疫抑制の

期間に基づいている。抗真菌剤の選択は、その入手可能性、毒性および相互作用、疑われる感染

症のタイプおよび地域の疫学に依存する。詳細な検討は本書の範囲外である。単純ヘルペスウイ

ルス感染の病歴がある患者、単純ヘルペス（15）またはサイトメガロウイルスに対して血清陽性

の患者には、抗ウイルス剤の経験的使用が考慮される。侵襲性真菌感染症や単純ヘルペスウイル

スやサイトメガロウイルス疾患の播種が疑われる場合は、感染症専門医に相談する必要がある。

予防的抗菌薬療法の候補として、発熱または口腔内温度のある患者を挙げることができる。
≥ 38.3℃以上（絶対好中球数0.5×109/L未満の場合は38.0℃以上）、感染症の臨床症状を伴う無熱性好

中球減少症患者、好中球減少を伴わない感染症の臨床症状を有する患者（75）。シプロフロキサ

シンの経験的抗生物質レジメン

またはアモキシシリン／クラブラン酸塩を、免疫抑制期間が数日から数週間と予想される外来「

低リスク」患者および／または絶対好中球数が0.5 x 109/L 以下、0.1 x 109/L 以上の患者に使用でき

る。 このレジメンは、グラム陽性連鎖球菌およびブドウ球菌、グラム陰性シュードモナスおよび

腸内細菌科を広範囲にカバーしている。

入院は、文書化された感染症で抗生物質の静注を必要とする患者、および持続的な嘔吐のため経

口療法に耐えられない患者に対して適応される。重度の好中球減少症（絶対好中球数0.1×109/L未満

）および／または主な併存疾患（血行動態不安定、重度の粘膜炎、消化器症状、精神状態の変化

、静脈カテーテル感染、新しい肺浸潤、慢性肺疾患または肝機能・腎機能不全）を有する患者は

、非経口的な抗生物質の投与に入院を要する。これらの「高リスク」患者は、免疫抑制の期間が

数週間から数ヶ月と予想され、培養、画像検査の結果および臨床経過が確定するまで、単一の抗

生物質（すなわち、セフェピムまたはセフタジジムなどの第4世代セファロスポリン、カルバペネ

ムまたはピペラシリン／タゾバクタム）で静脈内治療を受ける（69）。抗生物質レジメンの調整

は、臨床所見、画像所見、培養所見によって決定される。感染症が証明された場合、抗生物質は

菌や感染部位に応じて、少なくとも好中球の絶対数が0.5 x 109/Lを超えるまで継続する(15)。

4.3.4 急性放射線被曝の遅発性影響
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放射線被曝のほとんどのシナリオにおいて、造血器および消化管の損傷が早期死亡の原因となっ

ているが、構造物によって何らかの形で遮蔽されている場合は、短期的に高い線量を浴びても生

き延びることができる。ARSを生き延びた人、あるいは亜致死量の被曝を受けた人は、「急性放射

線被曝の遅延効果」と呼ばれる後期の組織損傷を受けやすくなる可能性がある。その結果、肺の

後遺症、腎臓の損傷、白内障形成などの眼球の損傷、認知障害などの神経学的な転帰が生じる。

急性放射線被曝の遅延効果は、ある種の癌のリスクを増加させるなど、放射線の確率的影響とし

て知られているものと混同してはならない。肺や腎臓の損傷など、急性放射線被ばくの遅発性影

響を緩和・治療する製品が備蓄されるようになれば、放射線事故後の死傷者の治療の選択肢が増

えることになります。特定の晩期障害に対処するための製品も研究されている（6.1項参照）。
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備蓄品管理

あらゆる緊急備蓄の開発と管理は複雑であり、リスクマッピングと予後予測（仮定、モデル化、

研究結果に基づく）、計画と予算、調達（品質管理、品質保証、製品の安全性を含む）、調達に

関する法律（医療品と機器の承認）、財政的持続性の確保とサプライチェーン（複数のサプライ

ヤーと契約者など）、労働者の訓練への投資、保管とサービス提供、モニタリングと評価（77）

といった多くの部門と要素が関わっている。これらの要素の多くは一般的なものであり、中には

放射線緊急備蓄に適用されないものもある。このセクションでは、放射線緊急事態のための国家

備蓄の開発中に政策立案者や管理者を支援するための主要な要素、および関連する手順とプロト

コルについて説明する。

5.1 ジェネリックストックパイルのガバナンスとマネジメント

備蓄品の想定と開発について

備蓄のサイズと構成は、予想される放射線緊急事態の種類についての仮定によって決定される。

例えば、当局は、他の加盟国の国境内または国境付近の原子力発電所付近の地域で、KIを備蓄お

5.



31

よび／または配布することになるでしょう。また、核爆発のリスクを懸念して、サイトカインや

成長因子の利用可能性を高めることを決定する場合もある。

特に放射線緊急事態のリスクが低い国では、放射線障害の臨床管理に必要な医薬品の備蓄に投資

しないことを選択する可能性があるため、対応計画を立てる際に、近隣諸国と国家備蓄を共有す

る二国間または地域間の協定を検討することができる。



備蓄品管理

備蓄品の維持には、継続的な監視と評価が必要である。処方箋は、最先端の管理を反映し、物流

、輸送、保管の進歩を含むように、定期的に見直し、更新されなければならない。備蓄品の最新

性、正確性及び完全性を維持するために、品質保証及び品質管理措置を継続的に適用しなければ

ならない。備蓄品と意思決定のためのプロトコルには、医療製品の利用可能性が限られている場

合のトリアージと配分と分配の優先順位を設定するための基準を含めるべきである。

人材・トレーニング

備蓄の確立には、放射線医学や救急医学の訓練を受けた医療従事者、検査専門家、薬剤師、緊急

対応コーディネーター、ロジスティシャン、通信専門家など、さまざまな専門スキルが必要であ

る。さらに、備蓄品に含まれる可能性のある機器や装置の保守や校正を行う専門家も必要であろ

う。緊急時の備蓄品の維持と使用のプロセスとプロトコルを理解するために、緊急時の活動に関

わるすべての関係者のスキルを開発し更新するための定期的なトレーニングが提供されるべきで

ある。

コミュニケーション

備蓄品の適切な使用を確保するためには、キーメッセージと一般市民および専門家向けの様々な

情報製品を含むコミュニケーション戦略が必要である。一般向けのコミュニケーションには、備

蓄品へのアクセスを優先するための基準や、子どもや妊娠・授乳中の女性など、弱い立場にある

人々への特別な配慮についての説明が含まれるかもしれません。

備蓄品利用者のための情報ツールキットは有用であろう。これには、さまざまな種類の緊急事態

、死傷者管理、備蓄品の要素を用いた医療、プロトコル、ガイド、手順、その国の医療管理に関

する現行のガイドラインなどのファクトシートが含まれる可能性があります。備蓄品の意思決定

や使用に関わる専門家は、これらの情報を入手し、必要な教育や訓練を受ける必要がある。

5.2 ステークホルダーと組織の役割

健康上の緊急事態、疾病の発生、自然災害、軍事紛争への対応における国際社会からの支援の例

としては、大規模な政府間組織（例：国連システムの専門機関）から小規模な非政府組織や慈善

4. ストックパイルフォーミュラリー



財団まで、人道支援を提供する国際関係者の長いリストがあります。このセクションでは、各国

のステークホルダーとWHOの役割について説明するが、支援や人道支援を提供する他の多くのス

テークホルダーや国際パートナーも重要な役割を果たすことになる。

国内関係者

国のステークホルダーには、国及び地方の保健当局、医療施設、医薬品供給業者、民間防衛及び

緊急サービス等が含まれる。各ステークホルダーは、対応における権限と役割に関連する特定の

責任を有する場合がある。これらの責任は、有効な手段や仕組み（例えば、医薬品のライセンス

と承認のための適切な国内法および仕組み）を整備することから、備蓄品の使用のための実際的

な取り決め（例えば、入手、購入など）に及ぶ、



メンテナンス、保管、輸送、配備、補充、監視、評価）。これらのプロセスを促進し調整するた

めには、関連する法律、規則、手続きが必要である。地域、地方、国の緊急対応者と備蓄管理者

の間の調整は、備蓄をタイムリーかつ効率的に使用するために重要である。必要なコミュニケー

ションツールへのアクセスや関係者の訓練を確保することは、国の利害関係者の任務の重要な部

分である。

WHO

WHOは、放射性核災害を含む健康上の緊急事態に対する加盟国の備えを監視し（1）、放射線・原

子力緊急事態における公衆衛生および臨床介入に関する事項について政策的助言と技術支援を提

供している。援助は、放射線緊急事態に対する保健部門の準備の強化、技術指導や政策の提供、

能力開発、放射線緊急備蓄の開発、処方の見直し、地域の公衆衛生対応を最適化するための国や

地域間での備蓄の共有に関する勧告の分野で提供されることがあります。WHOは公衆衛生の世界

的リーダーとして、加盟国間の医療物資の配送と共有を促進し、また、健康上の緊急事態におけ

るそれらの調達と提供（例えば、ワクチン、抗生物質、抗ウイルス剤、非経口液、個人防護具、

外傷・サバイバルキット）、サービスや設備（情報技術や通信、迅速輸送車、人工呼吸器など）

を促進する（78）。公衆衛生介入に関するすべての決定は各国の保健当局が行うが、健康上の緊

急事態において、WHOは公衆衛生対応と症例管理に関する勧告を行い、必要であれば、必要なサ

ービスが受けられる国への患者の移送や本国送還を促すこともある。

加盟国への助言において、WHOは専門家ネットワークと協力センターを活用している。その中に

は、放射線緊急事態への公衆衛生準備と対応について専門知識と経験を有する機関や専門家をつ

なぐ放射線緊急医療準備・支援ネットワーク（REMPAN）がある（79）。医療や公衆衛生に関する

支援の要請に応じて、REMPANの専門家に連絡を取り、放射性核種の危険やリスクに関わる健康上

の緊急事態、災害、人道危機に対するWHOの対応を支援することができる。

WHOは、約20の国際機関からなる「放射線・原子力緊急事態機関間委員会（IACRNE）」(80)のメ

ンバーである。IACRNEは、国際原子力機関（IAEA）の指導の下、準備と対応のための国際的な取

り決めを調整するメカニズムを提供しています（81）。緊急事態が発生した場合、WHOはIAEAと

連絡を取り、緊急事態の報告書を確認し、緊急事態の範囲や程度、人の健康や環境に対する潜在

的なリスクに関する詳細情報を入手する。IAEAは、安全な通信チャネルを通じて、IACRNE会員お

よびその加盟国に、緊急事態の最新情報と予後、気象状況、輸送・貿易への影響、その他の関連



情報を通知します。IACRNE加盟機関は、それぞれの任務に従い、国際安全基準やガイドに概説さ

れている緊急防護措置に関して、その行動を調整し、それぞれの加盟国に一貫した助言を提供す

る(82)。



5.3 コンセプト

備蓄品の管理には、運用コンセプトの策定が不可欠である。これは、緊急対応に関わる利害関係

者が共同で作成し、国家当局が承認するものである。業務コンセプトには、備蓄品が使用される

条件、備蓄品の使用に関する全体的な戦略や目標、備蓄品の管理・維持方法、国際支援を要請す

るためのプロセスなどが記載されています。

備蓄品を作成すること：作戦概念には、以下のような備蓄の設定に関する詳細が記載されている

必要がある：

• 運用の前提条件に従って、備蓄の範囲、構造、大きさを決定します；

• 購入および契約管理（物資のローテーション、緊急時の支援、品質保証、サージ需要に対する

ベンダー管理在庫を含む）、および。

• 資源、安全への配慮、セキュリティ要件に応じて、備蓄のための場所や施設を選択すること。

備蓄を管理すること：作戦コンセプトは、以下のような詳細な情報を提供する必要がある：

• 在庫管理（定期的な見直し、品質保証、品質管理、評価および更新を含む）、在庫の保管状

況、追跡、維持および回転、ならびに緊急使用後の補充；

• 緊急時のプロトコル（連絡の仕組み、備蓄品の使用要請に関する詳細な情報（誰が、いつ、

どのように）、要請の承認、展開、実施の手順など）；

• 緊急時に派遣されるフィールドチームのチーム構成と専門的資格、役割と責任、訓練な

どの人員要件；

• 備蓄品の使用に関する手順を、地域、地方、国際的な緊急事態対応計画全体に統合すること。

• 緊急時に派遣されるフィールドチームや、放射線障害に対応する専門医に必要なトレーニ

ングを提供すること。



5.4 コスト、供給源、リソースのコミットメントと管理

国家備蓄の確立には多額の初期費用がかかる可能性があり、一方、それを維持するには、信頼で

きる持続可能な医薬品、消耗品、機器の供給源と、献身的な財政および人的資源が必要である。

放射線障害の臨床管理のためのMCMおよび医療用品の国家備蓄を計画する際には、以下に挙げる

要素を慎重に考慮する必要がある。

コストです：

• 医薬品、消耗品、機器類の購入；

• 在庫を追跡し、維持し、期限切れを防ぐために回転させるための在庫管

理システムの確立と運用；

• 医薬品、消耗品、機器類の輸送・保管；

• 緊急時の演習への参加を含む、スタッフの配置と関連する訓練。

• 使用期限切れや緊急時の備蓄の補充。

供給源となる：
• 医薬品、消耗品、機器の複数の供給元を識別し、評価す

ること；

• 購入契約、緊急時の支援に関する取り決め、備蓄品のローテーション

、保管場所や倉庫の提供の可能性など；

• 供給障害、メーカーの移転、製造上の欠陥など、潜在的な問題に対

するコンティンジェンシー・プランとそれを防止するためのメカニ

ズム。

• 医薬品、消耗品、機器などの追加的な需要が発生するイベントにおい

て、ベンダーが管理する在庫を利用する可能性があります。

リソースのコミットメントとマネジメント

• 医薬品、消耗品、機器の購入、倉庫施設の準備、人員配置、研修、在庫管

理システムの開発・運用のための初期資源投入。

• 備蓄品の回転、システムのメンテナンス、施設の運営、スタッフや専

$
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門知識の保持、緊急時の演習への参加など、継続的な資源投入を行う

。

国や組織は、医療用品の備蓄を開発し、管理するために様々なアプローチをとってきた。附属書1

は、いくつかの国によって採用された実践を説明している。それぞれの国の備蓄プログラムは、

その国特有のニーズや状況に合わせて調整されるため、これらの例は参考程度に使用されるべき

である。



5.5 備蓄品管理への取り組み

備蓄品の管理やアクセスについては、これまでさまざまなアプローチがとられてきました。

物理的な在庫

物理的な在庫とは、様々な方法で物資を提供するものである：

• 戦略的国家備蓄の倉庫に保管され、賞味期限延長プログラム内で元の賞味

期限を超えるように変更されない限り、賞味期限が切れたら備蓄品から取

り出される製品の購入。多くの放射線緊急備蓄製品（例えば、装飾剤）が

この方法で維持されている(83)。より小型の、運用可能な

戦略的備蓄品が届くまでの数日間、主要な医療施設で必要な医薬品の備蓄（「戦術的備蓄品」

）を用意し、早期に利用できるようにすることができる。

• 一部の製品を放射線障害の管理に再利用することで、余剰製品を市販市場で維持することが

でき、開発・調達の大幅なコスト削減が可能となる；

• 製品をベンダーのサイトで保管し、期限切れを避けるために日常的に回転させることが

できるベンダー管理型在庫（84）、および

• これは、例えば米国で造血器急性放射線症候群の治療薬として承認された骨髄性サイトカイ

ンを入手するために使用されている戦略であり、ユーザーが管理する在庫「ストックバブル

」である。このようなシステム（「前方展開」とも呼ばれる）では、製品は病院、薬局、船

内などで保管されます。

を緊急車両に搭載した（85）。これは、照射後に迅速に送達する必要がある薬剤にとって重要

で経済的なアプローチであり、また、血液学で使用される高コストで賞味期限の短いサイトカ

イン（成長因子）にとって重要な、薬剤の期限切れの問題に対する解決策となる。

仮想インベントリ

仮想備蓄品とは、製造業者または販売業者が、要求に応じて緊急に割り当て

られるよう取り置いておく、合意された量の医療用製品のことである。この

ような備蓄には、緊急時の要請と配備のための正式な取り決めと手順が必要

である。ワクチン備蓄の経験から、このようなアプローチは特定の医療品に

ついて実現可能であることが示されている(5)。

短期借入金



国家備蓄は合理的に小さな資源として開発されるかもしれないが、多数の人

々が治療を必要とする緊急事態に対応し、あるいは患児が長期の治療を必要

とする場合、国家備蓄はすぐに枯渇し、補給に時間がかかるかもしれない。

このような状況は、最近のCOVID-19パンデミックへの対応において、多くの

国で見られました。放射線や核による緊急事態は比較的まれであり、国家備

蓄の医薬品は使用期限を過ぎると交換しなければならないため、アドバイス

するのは不合理であろう。

大規模な国家備蓄を確立する。その代わりに、緊急時に医療製品を共有するための協定を他国と

結ぶことが、公共の安全を確保するための現実的な解決策となり得る。このような協定は、「短

期融資」として想定することができる。つまり、緊急事態に対応するために、ある国は他国の国

家備蓄品から製品を借りることができ、その際、同じ量と品質の医薬品をできるだけ早く返却す

ることが合意されている。例えば、このような協定は、2021年にカナダと米国、メキシコと米国

の間で結ばれ、400万回分のCOVID-19ワクチンをカナダとメキシコに「貸与」できるように二国間

で合意されました（86）。



放射線障害の臨床管理における医
療対策に関する研究

6.1 試験的な治療法

基礎科学者と応用科学者は、新しい治療法に利用できる新しい細胞や分子の経路を特定し、放射

線緊急時に使用する新製品を生み出す可能性のある技術的進歩を遂げています。このセクション

では、他の適応症で承認された製品の再利用の可能性を含め、新たな技術や薬剤の処方について

説明します。

ホッポー

化学名：3 ，4，3-（LI-1，2-ヒドロキシピリジノナート）、3 ，4，3-（LI-1，2-HOPO）。

効能・効果錯形成による放射性核種の取り込み（DTPAと同程度）

HOPOは実験的に開発された八座キレート剤（ヒドロキシピリジノネート化合物）で、ネズミのア

クチニドの装飾剤として有効かつ安全であることが証明されています。HOPOは経口投与が可能で

、Ca DTPAよりも強力で、ネズミを使った研究では軽度の毒性を引き起こした(87)。また、曝露後5

日目に投与した場合でも、ネズミからPuとAmを装飾することが示されている（88）。

6.



肺のサーファクタント

コンテキスト吸入による放射線被曝後の肺損傷の治療について

化学名：1,2-Dipalmitoyl-sn-glycero-3-phosphocholine, lucinactant.



効能・効果既に循環に達した放射性核種を除去するための装飾剤の使用に加えて、吸入時に肺に

留まる可能性のある粒子状放射性核種を除去するために、臨床的に使用されている肺サーファク

タントの使用にも関心が集まっている。例えば、新生児呼吸窮迫症候群のリスクのある未熟児に気

管内投与する予防治療薬であるルシナクタントは、放射線誘発性肺損傷の軽減を目的として研究さ

れてきた。この薬剤は肺機能を維持し(89)、放射線誘発肺傷害を起こしたマウスの生存率を有意に

改善した(90)。

副作用について本剤の副作用は主に投与に関連するもので、気管内チューブ逆流、顔面蒼白、気

管内チューブ閉塞、酸素飽和、徐脈などがあり、投与の中断を要する場合があります。ルシナク

タントは、挿管および人工呼吸器管理に経験豊富な臨床医によってのみ、またはその監督下で投

与されるべきである。本剤は新生児呼吸窮迫症候群で使用されていることから（90）、小児およ

び成人集団の放射線MCMとして安全に使用できる可能性がある。

アンジオテンシン変換酵素阻害剤

コンテクスト急性放射線被曝の遅延効果の予防と管理

化学名：1-［（2S）-3-メルカプト-2-メチルプロピオニル］-L-プロリン、（2S）-1-［（2S）-

6-アミノ-2-［（1S）-1-カルボキシ-3-フェニルプロピル］アミノ}ヘキサノイル］ピロリジン-

2-カルボン酸、（3S）-2-L-アラニル・1，2，3，4- テトラヒドロイソキノリン-3-カルボン酸

、カプドプリール

効能・効果アンジオテンシン変換酵素阻害剤は経口投与薬であり、高血圧や心不全の治療に日常

的に使用されている。また、動物およびヒトを対象としたin vivoでの研究を含め、いくつかの放射

線障害モデルにおいて生存率を改善することが示されている（91、92）。肺と腎臓の急性放射線

被曝の遅延効果に関する前臨床試験における作用機序は、降圧作用とは別の効果を示唆している

（92）。高血圧の治療にこれらの阻害剤が広く使用された結果、小児、成人、高齢者における豊

富なデータが得られており、放射線障害に対する効果は血圧に対する効果以外にもあるようであ

る（93）。これらの製品のもう一つの利点は、被曝後数週間経ってから投与した場合でも、生存

率を劇的に高める可能性があることである（92）。その効能は、放射線被曝後に投与された人間

でも確認されている。臨床試験のデータを分析したところ、放射線照射後に骨髄移植を受けた患

者において、カプトプリルが腎臓と肺の傷害を軽減することがわかった(94)。

6.放射線障害の臨床管理における医療対策に関する研究



副作用について主な副作用として、頭痛、めまい、血圧低下、脱力感、眠気、咳、下痢、皮疹な

どがあります。稀な副作用として、味覚異常、高カリウム血症、腎不全、先天性異常がある。(ア

ンジオテンシン変換酵素阻害薬は、その良好な安全性プロファイル、低コスト、幅広い入手可能

性、このクラスの薬剤の適応外使用の可能性から、日常診療の中で緊急時に使用される可能性が

あります。

赤血球造血刺激因子製剤

コンテキスト電離放射線被曝後の貧血の管理。赤血球造血刺激因子製剤の作用機序から、電離放

射線被曝者に有効である可能性が示唆されるが、有意な効果はまだ証明されていない。

タンパク質の化学式C815H1317N233O241S5

効能・効果赤血球造血刺激因子製剤は、放射線事故での使用について米国食品医薬品局から承認されてい

ない。しかし、以下のような組み合わせで投与されることがある。



は、電離放射線被曝者に対し、他のサイトカインと一緒に投与されている(7)。これらの薬剤は放

射線被曝者に単剤で投与されたことがないため、グローバルコンセンサスでは、造血器障害をも

たらす、あるいはもたらすと予想される電離放射線被曝者への輸血を避けるために、その使用を

弱く勧告している（61）。前臨床データでは、赤血球前駆細胞および赤血球前駆細胞を標的とす

る薬剤の使用は、赤血球造血の回復に寄与することにより生存率を向上させることが示唆されてい

る。この考えは、照射されたネズミに外因性エリスロポエチンを投与し、非ヒト霊長類にエリス

ロポエチンと他のサイトカインを投与した研究結果からも支持されている（95）。

投与する：電離放射線に被曝した人は、ヘモグロビン値が10g/dL未満の場合に赤 血 球 造 血 刺 激

因子による治療を受けることができるが、ヘモグロビンの減少速度が赤血球の輸血を必要とする

と思われる場合に限られる。目的は、赤血球輸血による同種免疫のリスクやその他のリスクを低

減することである。ヘモグロビン値が10g/dLを超える場合は、投与量を減らすか中断する必要が

ある。

これらの薬剤の投与は、慢性腎臓病患者における使用から示唆されている。エポエチン-aの初期

用量は、50-100単位/kg体重を週1回（96）または10,000-20,000単位/kg体重を週1回（96）。

を隔週で投与する（97）。ダルベポエチン-aの初期用量は、4週間に1回0.45μg/kg、1週間に1

回0.45μg/kg、2週間に1回0.75μg/kgです。エポエチン-aの週1500単位未満から90 000単位以上の
用量は、ダルベポエチン-aの6.25-200μg/週の用量に換算することができる。

副作用について赤血球造血刺激因子製剤による治療では、高血圧、頭痛、インフルエンザ様の症

状や症状が現れることがあります。高血圧症は重症化し、脳症や痙攣を引き起こすことがある。

(98).高血圧のリスクは、赤血球造血刺激因子の投与量を調節して、ヘマトクリットを30-35％の目

標値までゆっくりと上昇させることで軽減することができます。その他の副作用として、10％以

上の症例で発生する、浮腫、腹痛、呼吸困難、咳がある。

6.2 幹細胞治療とバイオバンク

電離放射線は幹細胞や前駆細胞の分化や増殖を変化させ、幹細胞のアポトーシスを誘導し、局所

微小環境内の付属細胞やその産物を変化させる（99、100）。組織再生とその後の放射線障害から

の回復には、これらの毒性作用に対処するために幹細胞が放射線耐性を持つことが必要である（

101, 102）。造血幹細胞や前駆細胞に深刻な影響を与える被爆後、サイトカインや支持療法が無効



となった後、同種または未被爆の自家幹細胞を投与すると、造血障害が効果的に緩和された（103

）。

幹細胞移植療法の利用には、ヒト生物資源保管施設のバイオバンクの整備に 関連する広範な問題

に対処するための関連する法律、規則、手続きが必要である(104)。バイオバンクは今回の文書の

範囲外であるが、幹細胞治療には、造血幹細胞移植（4.3.1節のボックス2）と間葉系幹細胞移植（

ボックス3）の2種類がある。



ボックス 3.間葉系幹細胞治療

電離放射線被曝に対する皮膚反応は非常に多様である。例えば、チェルノブイリ原子力発電所

の事故後に観察されたベータ線熱傷のように、日焼けと似ている場合もあれば、皮下組織を巻

き込んで重度の筋皮膚放射線症候群を引き起こす場合もある（例えば、工業地帯で放射線撮影

のために放射性線源を誤って操作した場合など）。急性、慢性ともに神経血管症候群を伴い、

重篤で難治性の疼痛を誘発する。従来の（熱的、電気的）熱傷管理は不成功に終わっている。

壊死組織の剥離を伴う外科的切除（皮膚、筋肉、場合によっては骨切除）に続いて、皮膚移植

、真皮代替物移植、さらに最近ではフラップローテーションが用いられてきたが、成功例は限

られている。古典的な手術や皮膚移植、自家移植と局所間葉系幹細胞移植を組み合わせた革新

的な治療戦略が、過去20年間に限られた数の患者で成功裏に使用されました。

(16).このアプローチにより、難治性の痛みが緩和され、患者のQOLが向上した。この戦略には

、経験豊富な形成外科医と細胞治療装置へのアクセスが必要である。
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概要
備蓄品は国のリスクプロファイルを反映したものでなければならず、備蓄品がおそらく使用され

るであろうシナリオに応じた適切な大きさでなければならない。一般的に、放射線緊急事態のた

めの国家備蓄には、特定の医薬品、PPE、特殊機器が含まれますが、本書では医薬品のみに限定し

ています。

放射線緊急事態のための備蓄品の医薬品要素は、電離放射線への外部および内部の過剰な被ばく

を伴う緊急事態において、潜在的な被ばくの予防・低減、または既に発生した被ばくによる健康

影響の管理のために必要な医薬品である。一般的には、KI錠、装飾剤、アルキル化剤、サイトカ

インや成長因子、制吐剤、下痢止め剤、抗菌剤などが含まれます。

グッドガバナンスと備蓄品の管理には、維持管理、保管、包装、在庫の放出、改修に関する正式な規

則と手順が含まれます。在庫管理では、医薬品や消耗品の賞味期限を超えたら取り除くことが必要

である。備蓄品の提供には、常に準備し、迅速に補充するために備蓄品を維持するための財政的

なコミットメントが必要である。機能的な備蓄には、備蓄が使用される条件と、その使用に関す

る全体的な戦略と目標を記述した作戦コンセプトが必要である。

WHOは、公衆衛生分野の主要な国際機関であり、放射性核種による緊急事態を支援する権限と責

任を有しているため、備蓄品開発に関する助言と指導を行い、備蓄要素の調達や各国間の共有に

協力することができる。WHOのワクチンやその他の物資の備蓄の確立と共有メカニズムの経験は

、放射線緊急事態のための国家備蓄の確立に利用することができます。WHOの世界的な専門家ネ

ットワークであるREMPANは、対応のための技術的ガイダンスやツールの提供、教育や訓練を通じ

た能力向上のための活動、ネットワークのメンバーや放射線緊急医療分野の専門家の間での国際

協力や情報共有の促進に関する業務を実施するための重要な資産である。

放射線緊急事態への調和のとれた対応には、地域、国、国際的な対応の調整が不可欠である。

WHOはIACRNEのメンバーとして、また健康のグローバルリーダーとして、放射線緊急事態への準

備と対応のための国家能力を開発している国々に助言を与え、医薬品と医療サービスへのアクセ

スを確保します。

標準的な治療薬の新しい製剤、新しい治療薬、再利用された薬や製剤、幹細胞治療、内部汚染物
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質の除去のための新しい手順などは、いずれ市販されるようになる。それらは、将来的に国家備

蓄品として使用することを検討すべきである。
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附属書 - ナショナル・ストック
パイルの確立と管理におけるグ
ッドプラクティスの例
放射線や原子力の緊急事態に備えた国家備蓄の構成は、国家の安全保障に関わる問題と考えられ

るため、必要な情報を収集することが困難な場合がある。この附属書では、いくつかの国での実

践を簡単に説明する。この例は、国家備蓄の開発を進めている他の国々にとっても有用であろう

。

アルゼンチンでの実践

原子力規制庁は、放射線や核の緊急事態に介入するための常設システムを維持しており、線量測定

、環境放射線影響、モデル化、放射線や核の緊急事態における医療対応の専門家が参加し、24時間

体制で稼働しています。原子力緊急事態に対応するための国家計画は更新され、法律27287号によ

って創設された総合的なリスクおよび災害管理の国家システムに統合されつつある。その目的は、

リスク低減のための行動や危機管理・復興のための行動を強化・最適化するための具体的な方針と

戦略を確立することです。

医療対応は、原子力規制庁と国の保健省、ブエノスアイレス市自治政府の保健省、治安省の下に

ある市民保護事務局、およびリスクと災害の統合的管理の国家システムを構成する草の根機関の

間のいくつかの枠組み協力協定に基づくものである。

原子力発電所と原子力規制庁は、KI、Ca DTPA、Zn DTPA、プルシアンブルーなどの重要な遮断薬

とキレート薬の基本備蓄を更新可能（有効期限に応じて）にしています。国家備蓄品は、KI錠剤

（130mg）107 500錠、KI錠剤（3.2mg）1796錠、KIカプセル（16.25mg）724錠、プルシアンブ

ルー6480単位、Ca DTPAアンプル925個、Zn DTPAアンプル720個、2，3-ビス（サルファニル）

プロパンー1ーサルフォン酸600錠、2，3-ビス（サルファニル）プロパン-1ーサルフォン酸250
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アンプルの構成。

ブラジルでの実践

2014年、ブラジル保健省は、化学・生物・放射線・核剤による公衆衛生上の緊急事態に対するコ

ンティンジェンシープランを発表しました。この計画には、保健省が国家備蓄品として制定した

医薬品のリストが含まれています。

リオデジャネイロ州アングラ・ドス・レイスにある原子力発電所周辺では、原子力緊急事態に備

え、危険な状態にある住民のためにKI錠（130mg）20万錠を備蓄しています。この錠剤は保健省が

取得し、地元政府が保管しています。KI錠は、現場の原子力緊急事態計画に従って、他の原子力

発電所でも入手可能です。約45,000錠が、原発で働く労働者とその家族のために用意されていま

す。
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工場から3km以内に住む労働者の家族にあらかじめ配布しています。また、Ca DTPA、Zn DTPA、プ

ルシアンブルーの現地在庫は、作業員や緊急対応者が関わる事故が発生した場合に迅速に投与で

きるように用意されています。

フランスでの実践

戦略的備蓄の取得や更新の決定は、保健省が行う。原子力リスクを含む戦略的国家備蓄の年次取

得計画は、備蓄管理を保証するフランス公衆衛生庁（Santé publique France）の薬剤部門に送られ

る。取得計画には、在庫の更新と達成すべき目標が示されている。そのため、在庫の大きさは定

期的に更新されます。取得計画には、在庫の更新と目標値も記載されています。

原子力事故への対応には、以下のようなものがあります：

• 原子力発電所から半径20km圏内の地域住民や公共施設を対象に、情報提供キャンペーン

とKI錠（予防用）の無料配布を行います；

• KIの予備在庫がすべての部署にあり、迅速に動員できること。

• KIは、必要に応じて各部門の在庫を補充するため、Santé publique Franceのプラットフォームで

二次的なセキュリティストックを入手することができます。

内部汚染のリスクに対応するため、Ca DTPAとプルシアンブルーの「戦略的」備蓄が国や地域のプ

ラットフォームで行われています。さらに、戦略的備蓄が動員されるまでの初期対応をカバーす

るため、病院の救急ユニットや移動式救急・蘇生ユニットに局所的な「戦術的」備蓄が配置され

ています。

ドイツでの実践

医療用品は、脅威に応じて様々なレベルで備蓄される。放射性核種の事象については、備蓄は一

般的に法律で規制されており、連邦レベルでは連邦放射線防護局が調達し、各州が備蓄品を保管

、配布する。この法律には、放射性ヨウ素の甲状腺への取り込みや他の放射性核種の体内への取

り込みを阻害する薬剤や、装飾剤などの備蓄が含まれている。現在、治療が可能な全人口をカバ

ーするために、約1億9000万錠のKI錠（65mg）が備蓄されており、緊急時には1人あたり4錠が配布

される。
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化学・生物学的事象を含む大量殺傷事件のための一般医療用品の備蓄は、国の責任である。一般

的な備蓄品（創傷被覆材、手術用消耗品、鎮痛剤など）のほか、大規模な化学事故用の解毒剤も

含まれている。さらに、各病院の薬局は、一時的に不足したり、需要が高まったりした場合に備

えて、最低でも2週間分の平均必要量を保管することが法律で義務付けられています。

連邦レベルでは、緊急医療用消耗品と一部の医薬品を含む国防用の備蓄品が開発されている。製

品は250人の患者を治療するのに十分なパッケージで保管されており（タイプ1、赤40％、タイプ2

、黄20％、タイプ3、緑40％）、適切に分配できるよう複数の病院に配置されている。リストは公

表されており、最新版は連邦市民保護・災害支援局からオンラインでアクセスすることができる

。
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日本での実践

放射線や原子力の緊急事態に対応するため、全国各地に5つの高度放射線救急医療センターが設置

されています。

量子科学技術研究開発機構は、政府を代表する機関であり、日本の装飾剤国家備蓄のセンターで

ある。同研究所では、他の国内4センターと協議の上、Ca DTPA、Zn DTPA、プルシアンブルーの備

蓄に関するマスタープランを策定し、国家予算からの支援を受けてこれらのMCMを購入していま

す。この計画により、製造期限や使用期限の制約を受けながらも、重要な量のMCMが備蓄されて

いることが確認されています。

以前は量子科学技術研究開発機構のみが備蓄していましたが、現在は量子科学技術研究開発機構

が備蓄しています。また、アクチニド汚染時の迅速な投与が推奨されていることから、放射線緊

急時に迅速に使用できるよう、さらに4つのセンターで備蓄を続けています。

大韓民国での実践

KIと3種類の装飾剤（Ca DTPA、Zn DTPA、プルシアンブルー）の国家備蓄を整備し、放射線災害対

策用の国家予算から購入しています。KI錠は、年齢に応じて正確に服用できるように、130mgと

32.5mgを備蓄しています。原子力発電所から半径30km圏内の住民に配布するため、自治体が管理

しています。現在、KI錠は、身体保護及び放射線災害に関する法律の改 正 に よ り 、 緊急時の

緊急配布用と事前配布用の両方が用意されています。また、KIと装飾剤は、WHO協力センターが

韓国放射線医学院をはじめ、全国31の指定医療機関に備蓄・管理し、放射線・原子力緊急時に使

用できるようにしています。

ロシア連邦での実践

放射線事故時の住民保護対策は、連邦法、大統領令、連邦政府令によって規定されています。市

民向けの緊急備蓄品の内容は、保管中の安全性を確保し、迅速に展開できるよう、政府によって

承認される。

放射線防護剤の緊急備蓄は、原子力産業と放射性物質を使用する企業のために、連邦医療・生物

庁の緊急センターに設置されています。処方箋が作成され、医薬品の備蓄は、原子力発電所の作
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業員や緊急対応者の予防と応急処置のための個別キットに在庫され保管されています。放射線緊

急キットには、外部被曝時の緊急防護のためのインドラリン（150mg、6錠）、オンダンセトロン

（4mg、4錠）、KI（125mg、1錠）、プルシアンブルー（フェロシン、500mg、2錠）、皮膚から化

学物質や放射性物質を取り除くための汚染除去剤を含む個々の事故パッケージが含まれています

。放射線防護剤の組成は、生産を維持する医療機関の承認を得た上で、生産技術に応じて変更す

ることができる。
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アメリカでの実践

米国の戦略的国家備蓄は1999年に開始され、現在、準備・対応担当の次官補室が監督している。

政府は医療製品に70億米ドル以上を投資し、ベンダーと協力して、公衆衛生上の緊急事態におけ

る適切な維持管理と配布計画を確保しています。備蓄品に関する公開情報では、成長因子、オン

ダンセトロンなどの制吐剤、鎮痛剤、広域抗生物質などの抗菌剤、アシクロビルなどの抗ウイル

ス剤、抗真菌剤など、放射線や核の事故で使用される可能性がある製品が含まれていることが確

認されている。また、その他の用途（火傷や爆風、体液蘇生、外用剤など）の製品も備蓄されて

います。専門家は定期的に会合を開き、利用可能な品目や保管庫から取り除くべき品目を再確認

しています。2004年に発表された臨床ガイドラインでは、1kTまたは10kTの核爆発後に必要と思わ

れる医薬品の単位は、予測される死傷者数から推定することができるとしています。

政府は、放射線・原子力事故に対する公衆衛生・医療の対応として、事故発生前から（事前準備

や計画など）、爆発直後（24時間以内）の活動、爆発後数週間から数ヶ月の活動（早期対応と持

続的対応、復旧）の4段階を挙げています。被災地での通常業務が数年間影響を受けることも想定

される。各フェーズのガイダンスには、対応の性質に応じた3つの対応部門（一般的な準備、緊急

医療と提供システム、回復と復興）の各ステップが含まれています。各セクター内の行動は、さ

らに教育、準備、情報、活性化、コミュニケーションに分類される。米国の原子力事故医療エン

タープライズに関する詳細な考察が発表されている。国家備蓄に関連する活動は、対応の4つの段

階すべてに含まれる。準備のための行動には、何を備蓄するか、業者によるアクセスの中断にど

う対処するかの決定、地域や地方（医療施設を含む）内での資源の共有、備蓄品の受け取りと配

布方法の計画などがある。実際の災害時には、拠点が製品を受け取れるかどうかを確認し、ベン

ダーが管理する在庫が最も必要とする拠点に送られるようにすることに焦点が移ります。対応の

後期には、備蓄品の人員配置、資源の不足、連邦備蓄品対応に関する契約の更新の必要性を検討

し、事故後の数週間には、備蓄品のレベルと補充を必要とするものを評価する。
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